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01 沿革

1990年

7月 オリエントエイオン生命保険株式会社設立（本社：東京都新宿区西新宿）

9月 営業開始

11月 コンバインド・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカの保険契約を包括移転

1991年 12月
オリコ生命保険株式会社へ社名変更

本社を東京都豊島区東池袋へ移転

2001年
2月 英国プルーデンシャルグループが当社全株式を取得

7月 ピーシーエー生命保険株式会社へ社名変更

2002年 5月 本社を東京都港区赤坂へ移転

2003年 2月 日本聴導犬協会の普及・啓蒙活動のサポートを開始

2010年 2月 保険商品の新規取扱いを休止し既存契約の履行に注力

2011年 4月 委員会設置会社へ移行

2015年

2月 SBIグループが当社全株式を取得

5月 SBI生命保険株式会社へ社名変更

7月
監査役会設置会社へ移行

本社を東京都新宿区西新宿へ移転

2016年
2月

終身医療保険「も。」、定期保険「今いる保険」、インターネット申込専用定期保険「クリック
定期！」の新規取扱いを開始

12月 SBI損害保険株式会社の「がん保険」「火災保険」「自動車保険」の取扱いを開始

2017年

3月 本社を東京都港区六本木へ移転

6月 住宅ローン利用者向け「団体信用生命保険」「団体信用就業不能保障保険」の提供を開始

12月

SBIリスタ少額短期保険株式会社の「地震補償保険」の取扱いを開始 
日本少額短期保険株式会社の「バイク保険」「スポーツサイクル保険」の取扱いを開始  
SBIいきいき少額短期保険株式会社の「引受基準緩和型死亡保険」「引受基準緩和型医療
保険」の取扱いを開始

2018年
6月 地域金融機関の住宅ローン向けに「団体信用生命保険」の提供を開始

9月
SBIグループの保険事業を統括するSBIインシュアランスグループ株式会社（保険持株会
社）が東京証券取引所マザーズ市場（現グロース市場）へ上場

2019年
4月 リニューアルしたインターネット申込専用定期保険「クリック定期！Neo」の新規取扱いを開始

12月 就業不能保険「働く人のたより」の新規取扱いを開始

2020年 10月 一般社団法人　長野県信用金庫協会を契約者とする団体信用生命保険の提供を開始

2021年
1月 一般社団法人　全国団信推進協会を契約者とする団体信用生命保険の提供を開始

11月 一般社団法人　日本金融サービス仲介業協会へ加盟

2022年 11月 リニューアルした終身医療保険「SBI生命の終身医療保険Neo」の新規取扱いを開始

2024年 3月
株式会社 SBI新生銀行の住宅ローン向けに「団体信用介護保障保険」の提供を開始

保有契約の加入者数※が50万人を突破（2026年3月31日現在 約72万人）
※個人保険の保有契約件数と団体信用生命保険等の被保険者数を合算した数値

2026年 1月 SBI生命LINE公式アカウントでの各種お手続きを開始
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02 経営の組織（2026年 7月1日現在）
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03 店舗網一覧
本社
〒106-6016　東京都港区六本木1-6-1　泉ガーデンタワー　
TEL：03-6800-0888

お客様コンタクトセンター
 0120-272-811（フリーダイヤル）　受付時間　9：00～17：00（土日・祝日・年末年始を除く）
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04 資本金の推移
年月日 増減資額 増減資後資本金 摘要

 1990年 7月 2日 10,000百万円 10,000百万円 設立
 2000年 11月 1日 8,000百万円 18,000百万円 発行株式数 160千株
 2002年 3月 29日 3,000百万円 21,000百万円 発行株式数 60千株
 2002年 9月 28日 3,000百万円 24,000百万円 発行株式数 120千株 資本準備金繰入額 3,000百万円
 2003年 3月 28日 3,500百万円 27,500百万円 発行株式数 140千株 資本準備金繰入額 3,500百万円
 2003年 9月 19日 1,500百万円 29,000百万円 発行株式数 60千株 資本準備金繰入額 1,500百万円
 2004年 3月 12日 4,000百万円 33,000百万円 発行株式数 160千株 資本準備金繰入額 4,000百万円
 2004年 12月 20日 1,500百万円 34,500百万円 発行株式数 60千株 資本準備金繰入額 1,500百万円
 2005年 3月 30日 4,000百万円 38,500百万円 発行株式数 160千株 資本準備金繰入額 4,000百万円
 2008年 3月 31日 2,500百万円 41,000百万円 発行株式数 100千株 資本準備金繰入額 2,500百万円
 2008年 5月 30日 1,500百万円 42,500百万円 発行株式数 60千株 資本準備金繰入額 1,500百万円
 2008年 9月 24日 1,000百万円 43,500百万円 発行株式数 40千株 資本準備金繰入額 1,000百万円
 2008年 11月 25日 2,000百万円 45,500百万円 発行株式数 80千株 資本準備金繰入額 2,000百万円
 2008年 12月 30日 1,000百万円 46,500百万円 発行株式数 40千株 資本準備金繰入額 1,000百万円
 2009年 3月 31日 1,000百万円 47,500百万円 発行株式数 40千株 資本準備金繰入額 1,000百万円
 2023年 2月 1日 △ 32,500百万円 15,000百万円 減資（利益剰余金への振替）

05 株式の総数
発行可能株式総数 2,720千株
発行済株式の総数 1,480千株
当期末株主数 1名

06 株式の状況
（1）発行済株式の種類等

発行済株式
種類 発行数 内容
普通株式 1,480千株 －

（2）大株主

株主名
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

持株数 持株比率 持株数 持株比率
SBIインシュアランスグループ株式会社 1,480千株 100.0％ －千株 －％

07 主要株主の状況

名称 主たる営業所又は
事業所の所在地 資本金又は出資金 事業の内容 設立年月日 株式等の総数等に占める

所有株式等の割合

SBIインシュアランス
グループ株式会社

東京都港区六本木
一丁目 6番 1号 8,375百万円 グループ子会社

の経営管理 2016年12月19日 100.0％
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08 取締役及び監査役（2026年 7月1日現在）

男性 9名　女性 0名（取締役及び監査役のうち女性の比率　0%）

役職名 氏名
代表取締役社長 篠原　秀典
常務取締役 鈴木　真也
常務取締役 池山　徹
取締役 大和田　徹
取締役 渡邊　洋介
取締役 松井　与志之
常勤監査役 志村　篤夫
社外監査役 今井　隆志
社外監査役 若松　亮

09 会計監査人の氏名又は名称
有限責任監査法人トーマツ

10 従業員の在籍・採用状況

区　　分
在籍数 採用数 2025年度末

2024年度末 2025年度末 2024年度 2025年度 平均年齢 平均勤続年数
内勤職員 107名 110名 4名 8名 45歳 8年
（男子） 64名 66名 3名 4名 47歳 6年
（女子） 43名 44名 1名 4名 43歳 11年
営業職員 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（男子） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（女子） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

11 平均給与（内勤職員）
（単位：千円）

区　　分 2025年3月 2026年3月
内勤職員 569 580

（注）　 平均給与月額は税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含み
ません。

12 平均給与（営業職員）
該当ありません。
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01 主要な業務の内容
1. 生命保険業
2.  他の保険会社（外国保険業者を含む。）、少額短期保険業者、その他金融業を行う者の保険業に係る業務の代
理又は事務の代行、債務の保証その他の前号の業務に付随する業務

3. 国債、地方債又は政府保証債の引受け、募集の取扱い又は売買
4.  地方債又は社債その他の債券の募集又は管理の受託その他の保険業法により行うことのできる業務及び保険
業法以外の法律により生命保険会社が行うことのできる業務

5. その他前各号に掲げる業務に付帯又は関連する事項

02 経営方針
P. 03、P. 04をご参照ください。
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01 直近事業年度における事業の概況
P. 02をご参照ください。

02   相談・苦情処理態勢、相談（照会・苦情）の件数、及び苦情からの
改善事例

P. 11、P. 12をご参照ください。

03 契約者に対する情報提供の実態
P. 13をご参照ください。

04 商品に対する情報及びデメリット情報提供の方法
P. 13をご参照ください。

05 営業職員・代理店教育・研修の概略
P. 14をご参照ください。

06 新規開発商品の状況
P. 22をご参照ください。

07 保険商品一覧
P. 17～P. 21をご参照ください。

08 情報システムに関する状況
P. 16をご参照ください。

09 公共福祉活動、厚生事業団活動の概況
P. 23、P. 24をご参照ください。
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（単位：百万円）
項　　目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経常収益 25,258 30,622 40,347 44,383 57,705
経常利益 4,444 4,872 7,154 7,993 9,909
基礎利益 3,119 3,481 3,944 7,078 9,537
当期純利益 464 484 490 533 627

資本金の額及び発行済株式の
総数

47,500 15,000 15,000 15,000 15,000

1,480千株 1,480千株 1,480千株 1,480千株 1,480千株
総資産 123,640 119,369 133,823 136,390 147,358

うち特別勘定資産 23,287 22,129 26,099 25,019 28,246
責任準備金残高 90,724 90,283 92,005 91,383 96,121
貸付金残高 157 186 129 168 149
有価証券残高 105,140 95,647 112,470 113,593 123,978

ソルベンシー・マージン
比率

新基準 ̶ ̶ ̶ ̶ ％
旧基準 821.3％ 915.7％ 828.8％ 849.5％ ̶

逆ざやの状況 ̶ ̶ 800 ̶ ̶
従業員数 112名 108名 113名 107名 110名
保有契約高 5,156,537 7,142,314 9,486,975 12,056,375 14,424,342

個人保険 500,750 629,817 773,398 910,614 1,046,787
個人年金保険 25,603 24,208 27,944 26,653 29,766
団体保険 4,630,183 6,488,289 8,685,633 11,119,106 13,347,788

団体年金保険保有契約高 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（注） １．  ソルベンシー・マージン比率は、令和7年金融庁告示第74号に基づき、2025年度決算より計算基準の見直し（経済価値ベースの評価方法への変更、リス

ク計測の厳格化等）がなされています。そのため、2021～2024年度、2025年度はそれぞれ異なる基準によって算出されております。
 2.  保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約と年金支払開始

後契約の責任準備金です。ただし、個人変額年金保険については、保険料積立金を計上しています。
 3. 2025年度の新基準によるソルベンシー・マージン比率は、2026年10月を目途に別途公表予定です。
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01 貸借対照表
（単位：百万円）

科　　目 2024年度末 2025年度末
（資産の部）

現金及び預貯金 12,242 8,972

預貯金 12,242 8,972
買入金銭債権 302 2,088

有価証券 113,593 123,978

国債 15,437 18,428
社債 10,603 11,475
株式 ̶ 117
外国証券 29,898 32,761
その他の証券 57,653 61,195

貸付金 168 149

保険約款貸付 168 149
有形固定資産 181 144

建物 39 36
その他の有形固定資産 142 108

無形固定資産 1,899 2,254

ソフトウェア 1,899 2,254
代理店貸 0 0

再保険貸 5,930 7,429

その他資産 2,003 2,341

未収金 1,091 1,469
前払費用 251 295
未収収益 287 350
預託金 159 164
金融派生商品 ̶ 41
金融商品等差入担保金 205 11
仮払金 0 0
その他の資産 8 8

繰延税金資産 69 ̶
貸倒引当金 △ 0 △ 0

資産の部合計 136,390 147,358

科　　目 2024年度末 2025年度末
（負債の部）

保険契約準備金 100,937 107,405

支払備金 1,913 1,949
責任準備金 91,383 96,121
契約者配当準備金 7,639 9,333

代理店借 57 59

再保険借 2,801 3,081

その他負債 10,737 11,760

債券貸借取引受入担保金 9,686 10,836
未払法人税等 42 54
未払金 169 186
未払費用 559 616
預り金 10 10
金融派生商品 214 ̶
資産除去債務 54 54
仮受金 1 1

価格変動準備金 1,028 1,028

繰延税金負債 ̶ 97

負債の部合計 115,563 123,432

（純資産の部）
資本金 15,000 15,000

資本剰余金 7,964 7,964

資本準備金 3,000 3,000
その他資本剰余金 4,964 4,964

利益剰余金 1,197 1,528

利益準備金 62 121
その他利益剰余金 1,135 1,407
　繰越利益剰余金 1,135 1,407

株主資本合計 24,161 24,492

その他有価証券評価差額金 △ 3,334 △ 566

評価・換算差額等合計 △ 3,334 △ 566

純資産の部合計 20,827 23,926

負債及び純資産の部合計 136,390 147,358

貸借対照表　注記事項
2024年度末 2025年度末

１．重要な会計方針
（1） 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む。）

の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、
満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業
における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券
については、移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については、
3月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、取得差額
が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。）については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法
による原価法）によっております。

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

（2） 責任準備金対応債券のリスクの管理方針の概要は、次のとおりであります。
 個人保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した
債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有す
るものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計
上及び監査上の取扱い」に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。

 小区分における責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレー
ションを、一定幅の中でマッチングさせる運用方針を取っております。

１．重要な会計方針
（1） 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む。）

の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、
満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業
における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券
については、移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については、
3月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、取得差額
が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。）については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法
による原価法）によっております。

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

（2） 責任準備金対応債券のリスクの管理方針の概要は、次のとおりであります。
 個人保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した
債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有す
るものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計
上及び監査上の取扱い」に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。

 小区分における責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレー
ションを、一定幅の中でマッチングさせる運用方針を取っております。
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（3） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。
（4） 有形固定資産の減価償却の方法は、2016年4月1日以降に取得した建物付属設

備については定額法、その他の有形固定資産については定率法によっておりま
す。

 なお、有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、
3年間で均等償却を行っております。

（5） 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。
（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生し
ている債務者（以下「破綻先」という。）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っ
ている債務者（以下「実質破綻先」という。）に対する債権については、債権額か
ら担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に
陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対する
債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間にお
ける貸倒実績等から算出した貸倒実績率等を債権額に乗じた額を計上しており
ます。

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っております。

（7） 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上してお
ります。

（8） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事
業費等の費用は税込方式によっております。

 なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等につ
いては、前払費用に計上のうえ5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに
ついては発生した年度に費用処理しております。

（9） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に
従い、外貨建その他有価証券に対する為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッ
ジを行っております。

 なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較す
る比率分析によっております。

（10）当期末において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に
基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第116条第1項に基づき、
保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された
方法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。

 責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。
 ① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成8年大

蔵省告示第48号）
 ② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
 　 また、第三分野保険の保険料積立金については、平成10年大蔵省告示第231

号に定めるストレステスト及び平成12年金融監督庁・大蔵省告示第22号に定
める負債十分性テストによる積増し額856百万円を含めております。

 　 なお、責任準備金の一部については、保険業法第121条第１項及び保険業法
施行規則第80条に基づき、毎決算期において責任準備金が適正に積み立てら
れているかどうかを、保険計理人が確認しております。

 責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行
規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行す
るため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

（11） 既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に
規定する支払事由が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）につい
ては、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等
の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を
支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了したことにより、平成10年大蔵省告
示第234号（以下「IBNR告示」という。）第1条第1項本則に基づく計算では適切
な水準の額を算出することができないことから、IBNR告示第1条第1項ただし
書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。

 （計算方法の概要）
IBNR告示第1条第1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金
積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、
IBNR告示第1条第1項本則と同様の方法により算出しております。

（12） 無形固定資産に計上される自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用
可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

２．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
 当社では、生命保険契約の引受を行うことにより保険契約者から保険料として
収受した金銭等を、有価証券を中心とした金融商品に投資し、資産運用を行っ
ております。

 生命保険契約の負債特性を踏まえ、長期にわたって安定的に収益確保すること
を目的に、公社債等の確定利付債券中心のポートフォリオを構築することを基
本方針としています。また、経営の健全性を十分考慮し、許容できるリスクの
範囲内でその他の証券や外国証券に投資するなど収益の向上を図っております。

（2） 金融商品の内容及びリスク
 当社が保有する金融資産は有価証券が多くを占め、主に国内外の債券及び投資
信託を、満期保有目的、責任準備金対応目的、その他の目的で保有しておりま
す。これらはそれぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスクに晒されている他、
外貨建のものは為替の変動リスクに晒されております。

 デリバティブ取引は為替リスクをヘッジする目的で行っており、主に外貨建の
外国証券を対象とするヘッジ会計を適用しております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
 当社では、資産運用リスク管理基準を定め、これらに基づいて金融商品に係る
取引を管理しております。金融商品に係る日常のリスク管理は取引の執行部門
が所管し、取り扱う金融商品の個別リスクの把握、評価、コントロール及びモ
ニタリングを行い、その状況を資産運用会議に報告しております。また、リス
ク管理部門は、その状況が基準に定められた要求を満たしているかモニタリン
グを行い、その結果をリスク管理委員会に報告しております。リスク管理委員
会は、資産運用リスクを含む全社的なリスク管理状況の確認や審議のために開
催され、取締役会等に必要な報告を行う体制となっております。
① 信用リスクの管理
 当社では、資産運用リスク管理基準において信用リスクに関する管理方法を
定めております。保有する有価証券の発行体及び預金預入銀行の信用リスク
に関しては、信用状況及び投資残高を定期的に把握しております。

② 市場リスク管理
ⅰ 金利リスクの管理
当社では、金利変動に対する資産・負債の時価変動リスクを減殺するた
めに、特定の保険契約群に対応して責任準備金対応債券を設定し、債券
のデュレーション（金利変動に対する債券価格変動の程度）と対応する保
険契約群における責任準備金のデュレーションを一定の範囲でマッチン
グさせることとしております。
また、その他有価証券の金利変動リスクに対し、金利変動の諸指標の影
響の程度を計測してモニタリングを行っております。

ⅱ 為替リスクの管理
為替リスクの管理に関しては、市場感応度分析等によりモニタリングを
行っております。

ⅲ 価格変動リスクの管理
価格変動リスクの管理に関しては、バリュー・アット・リスク（VaR）、
市場感応度分析、ストレステスト等によりリスク量を計測しモニタリン
グを行っております。

ⅳ デリバティブ取引
当社では、デリバティブ取引について、ヘッジ目的のみに利用を限定し、
為替リスクに対しての為替予約を利用しております。

３．金融商品の時価等に関する事項
 当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。
 なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、含めておりません。また、現金

は注記を省略しており、預貯金は主に満期までの期間が短いもの及び満期のないも
のであり、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。加
えて、買入金銭債権に含まれるコマーシャル・ペーパー、債券貸借取引受入担保金
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。

（3） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。
（4） 有形固定資産の減価償却の方法は、2016年4月1日以降に取得した建物付属設

備については定額法、その他の有形固定資産については定率法によっておりま
す。

 なお、有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、
3年間で均等償却を行っております。

（5） 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。
（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生し
ている債務者（以下「破綻先」という。）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っ
ている債務者（以下「実質破綻先」という。）に対する債権については、債権額か
ら担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に
陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対する
債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間にお
ける貸倒実績等から算出した貸倒実績率等を債権額に乗じた額を計上しており
ます。

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っております。

（7） 価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上してお
ります。

（8） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事
業費等の費用は税込方式によっております。

 なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等につ
いては、前払費用に計上のうえ5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに
ついては発生した年度に費用処理しております。

（9） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に
従い、外貨建その他有価証券に対する為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッ
ジを行っております。

 なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較す
る比率分析によっております。

（10） 当期末において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に
基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第116条第1項に基づき、
保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第4条第2項第4号）に記載された
方法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。

  責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。
 ① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成8年大

蔵省告示第48号）
 ②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
 　 また、第三分野保険の保険料積立金については、平成10年大蔵省告示第231

号に定めるストレステスト及び平成12年金融監督庁・大蔵省告示第22号に定
める負債十分性テストによる積増し額838百万円を含めております。

 　 なお、責任準備金の一部については、保険業法第121条第１項及び保険業法
施行規則第80条に基づき、 毎決算期において責任準備金が適正に積み立てら
れているかどうかを、保険計理人が確認しております。

 責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行
規則第69条第1項第3号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行す
るため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

（11） 既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に
規定する支払事由が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）につい
ては、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等
の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を
支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了したことにより、平成10年大蔵省告
示第234号（以下「IBNR告示」という。）第1条第1項本則に基づく計算では適切
な水準の額を算出することができないことから、IBNR告示第1条第1項ただし
書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。

 （計算方法の概要）
  IBNR告示第1条第1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金
積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、
IBNR告示第1条第1項本則と同様の方法により算出しております。

（12） 無形固定資産に計上される自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用
可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

２．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
 当社では、生命保険契約の引受を行うことにより保険契約者から保険料として
収受した金銭等を、有価証券を中心とした金融商品に投資し、資産運用を行っ
ております。

 生命保険契約の負債特性を踏まえ、長期にわたって安定的に収益確保すること
を目的に、公社債等の確定利付債券中心のポートフォリオを構築することを基
本方針としています。また、経営の健全性を十分考慮し、許容できるリスクの
範囲内でその他の証券や外国証券に投資するなど収益の向上を図っております。

（2） 金融商品の内容及びリスク
 当社が保有する金融資産は有価証券が多くを占め、主に国内外の債券及び投資
信託を、満期保有目的、責任準備金対応目的、その他の目的で保有しておりま
す。これらはそれぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスクに晒されている他、
外貨建のものは為替の変動リスクに晒されております。

 デリバティブ取引は為替リスクをヘッジする目的で行っており、主に外貨建の
外国証券を対象とするヘッジ会計を適用しております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
 当社では、資産運用リスク管理基準を定め、これらに基づいて金融商品に係る
取引を管理しております。金融商品に係る日常のリスク管理は取引の執行部門
が所管し、取り扱う金融商品の個別リスクの把握、評価、コントロール及びモ
ニタリングを行い、その状況を資産運用会議に報告しております。また、リス
ク管理部門は、その状況が基準に定められた要求を満たしているかモニタリン
グを行い、その結果をリスク管理委員会に報告しております。リスク管理委員
会は、資産運用リスクを含む全社的なリスク管理状況の確認や審議のために開
催され、取締役会等に必要な報告を行う体制となっております。
① 信用リスクの管理
   当社では、資産運用リスク管理基準において信用リスクに関する管理方法を
定めております。保有する有価証券の発行体及び預金預入銀行の信用リスク
に関しては、信用状況及び投資残高を定期的に把握しております。

 ② 市場リスク管理
ⅰ 金利リスクの管理
当社では、金利変動に対する資産・負債の時価変動リスクを減殺するた
めに、特定の保険契約群に対応して責任準備金対応債券を設定し、債券
のデュレーション（金利変動に対する債券価格変動の程度）と対応する保
険契約群における責任準備金のデュレーションを一定の範囲でマッチン
グさせることとしております。
また、その他有価証券の金利変動リスクに対し、金利変動の諸指標の影
響の程度を計測してモニタリングを行っております。

ⅱ 為替リスクの管理
為替リスクの管理に関しては、市場感応度分析等によりモニタリングを
行っております。

ⅲ 価格変動リスクの管理
価格変動リスクの管理に関しては、バリュー・アット・リスク（VaR）、
市場感応度分析、ストレステスト等によりリスク量を計測しモニタリン
グを行っております。

ⅳ デリバティブ取引
当社では、デリバティブ取引について、ヘッジ目的のみに利用を限定し、
為替リスクに対しての為替予約を利用しております。

３．金融商品の時価等に関する事項
 当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。
 なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、含めておりません。また、現金

は注記を省略しており、預貯金は主に満期までの期間が短いもの及び満期のないも
のであり、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。加
えて、買入金銭債権に含まれるコマーシャル・ペーパー、債券貸借取引受入担保金
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。
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 （単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

買入金銭債権
その他有価証券 302 302 ̶
有価証券
売買目的有価証券 23,674 23,674 ̶
満期保有目的債券 6,726 6,534 △ 191
責任準備金対応債券 14,501 12,344 △2,157
その他有価証券（＊1） 53,042 53,042 ̶
貸付金
保険約款貸付 168
貸倒引当金（＊2） △ 0

計 168 168 ̶
デリバティブ取引（＊3）
ヘッジ会計が適用されていないもの （11） （11） ̶
ヘッジ会計が適用されているもの （203） （203） ̶

（＊1）  「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 
2021年6月17日。以下「時価算定適用指針」という。）第24-9項の取扱いを
適用した投資信託財産が不動産である投資信託を含めております。

（＊2） 貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。
（＊3）  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる場合は、（　）で示しております。

（注）　 当期末における市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額
は次のとおりであります。

  （単位：百万円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 ̶
組合出資金等 15,648

計 15,648
 

４．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の3つのレベルに分類しております。
 レベル1の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
 レベル2の時価： レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価
 レベル3の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
（1） 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
  （単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
買入金銭債権
その他有価証券 ̶ ̶ 302 302
有価証券
売買目的有価証券
外国証券
外国その他の証券 ̶ 4,894 ̶ 4,894
その他の証券 ̶ 18,780 ̶ 18,780

その他有価証券（＊1）
公社債
社債 ̶ 4,716 1,496 6,212
外国証券
外国公社債 ̶ 6,116 2,493 8,610
外国その他の証券 ̶ 734 ̶ 734

その他の証券 ̶ 20,206 ̶ 20,206
資産計 ̶ 55,448 4,292 59,740

デリバティブ取引（＊2）
通貨関連取引 ̶ （214） ̶ （214）
デリバティブ取引計 ̶ （214） ̶ （214）

（＊1） 時価算定適用指針第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産であ
る投資信託を除いております。

（＊2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる場合は、（　）で示しております。

（2） 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
 （単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
満期保有目的債券
公社債
国債 3,574 ̶ ̶ 3,574
社債 ̶ 573 1,498 2,071

外国証券
外国公社債 ̶ 888 ̶ 888

責任準備金対応債券
公社債
国債 9,600 ̶ ̶ 9,600
社債 ̶ 2,251 ̶ 2,251

外国証券
外国公社債 ̶ 492 ̶ 492

貸付金 ̶ ̶ 168 168
資産計 13,175 4,205 1,666 19,047

（3） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
①買入金銭債権
取引金融機関又はブローカー等から提示された価格（市場価格に準ずるものと
して合理的に算定された価額）をもって時価としており、当該価格に使用され
たインプットに基づき、レベル2又はレベル3に分類しております。

②有価証券
株式については、取引所の価格をもって時価としており、レベル1に分類して
おります。市場価格のある債券については、市場価格又は市場価格を基に算
定された価額をもって時価としており、国債はレベル1、それ以外はレベル2
の時価に分類しております。市場価格のない私募債については、元利金等の
合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて算定した
価額をもって時価としており、当該割引率が観察不能であることからレベル
3の時価に分類しております。投資信託については、取引金融機関等から入手
した基準価額等をもって時価としており、レベル2の時価に分類しております。
③貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返
済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価
額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベ
ル3の時価に分類しております。

④デリバティブ取引
外国為替予約は、先物為替相場を基に算定された価額によっており、レベル2
に分類しております。

 （単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

買入金銭債権
その他有価証券 90 90 ̶
有価証券
売買目的有価証券 26,725 26,725 ̶
満期保有目的の債券 6,851 5,513 △1,337
責任準備金対応債券 15,773 11,355 △4,418
その他有価証券（＊1） 57,196 57,196 ̶
貸付金
保険約款貸付 149
貸倒引当金（＊2） △ 0

計 149 149 ̶
デリバティブ取引（＊3）
ヘッジ会計が適用されていないもの 4 4 ̶
ヘッジ会計が適用されているもの 36 36 ̶

（＊1）  「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 
2021年6月17日。以下「時価算定適用指針」という。）第24-9項の取扱いを
適用した投資信託財産が不動産である投資信託を含めております。

（＊2）  貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。
（＊3）  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる場合は、（　）で示しております。

（注）　 当期末における市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額
は次のとおりであります。

  （単位：百万円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 ̶
組合出資金等 17,432

計 17,432
 

４．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の3つのレベルに分類しております。

 レベル1の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ
り算定した時価

 レベル2の時価： レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ
トを用いて算定した時価

 レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
（1） 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
  （単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
買入金銭債権
その他有価証券 ̶ ̶ 90 90
有価証券
売買目的有価証券
外国証券
外国その他の証券 ̶ 5,652 ̶ 5,652
その他の証券 ̶ 21,072 ̶ 21,072

その他有価証券（＊1）
公社債
社債 ̶ 5,586 3,093 8,679
株式 ̶ 117 ̶ 117
外国証券
外国公社債 ̶ 5,592 2,486 8,078
外国その他の証券 ̶ 1,551 ̶ 1,551

その他の証券 ̶ 20,202 ̶ 20,202
資産計 ̶ 59,775 5,669 65,444

デリバティブ取引（＊2）
通貨関連取引 ̶ 41 ̶ 41
デリバティブ取引計 ̶ 41 ̶ 41

（＊1） 時価算定適用指針第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産であ
る投資信託を除いております。

（＊2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる場合は、（　）で示しております。

 
（2） 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
 （単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
満期保有目的の債券
公社債
国債 4,144 ̶ ̶ 4,144
社債 ̶ 483 ̶ 483

外国証券
外国公社債 ̶ 886 ̶ 886

責任準備金対応債券
公社債
国債 8,813 ̶ ̶ 8,813
社債 ̶ 2,053 ̶ 2,053

外国証券
外国公社債 ̶ 488 ̶ 488

貸付金 ̶ ̶ 149 149
資産計 12,957 3,910 149 17,018

（3） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
 ①買入金銭債権
 　 取引金融機関又はブローカー等から提示された価格（市場価格に準ずるものと

して合理的に算定された価額）をもって時価としており、当該価格に使用され
たインプットに基づき、レベル2又はレベル3に分類しております。

 ②有価証券
 　 株式については、取引所の価格をもって時価としており、活発な市場におけ

る無調整の相場価格を使用しているものはレベル1に分類し、それ以外のもの
はレベル2に分類しております。市場価格のある債券については、市場価格又
は市場価格を基に算定された価額をもって時価としており、国債はレベル1、
それ以外はレベル2の時価に分類しております。市場価格のない私募債につい
ては、元利金等の合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割
り引いて算定した価額、又はブローカー等から提示された価格をもって時価
としており、算定にあたり重要な観察できないインプットを用いていること
からレベル3の時価に分類しております。投資信託については、取引金融機関
等から入手した基準価額等をもって時価としており、レベル2の時価に分類し
ております。

 ③貸付金
 　 保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返

済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価
額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベ
ル3の時価に分類しております。

 ④デリバティブ取引
 　 外国為替予約は、先物為替相場を基に算定された価額によっており、レベル2

に分類しております。

ANNUAL REPORT 2026
35

Ⅴ. 財産の状況



（4） 投資信託財産が不動産である投資信託に関する情報
時価算定適用指針第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投
資信託の貸借対照表計上額は17,277百万円であり、期首残高から期末残高への
調整表は次のとおりであります。なお、当期の損益に認識した評価損益はあり
ません。
 （単位：百万円）

有価証券
その他有価証券

期首残高 16,165
当期の損益又は評価・換算差額等
損益に計上（＊） 38
その他有価証券評価差額金に計上 171
売却、購入、発行及び決済の純額 901
期末残高 17,277

（＊）損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。

（5） 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル3の時
価に関する情報
①重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法 重要な観察出来ない
インプット インプットの範囲

有価証券
その他有価証券 割引現在価値法 割引率 2.6％～5.4％

② 期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。なお、当期の損
益に認識した評価損益はありません。

 （単位：百万円）
買入金銭債権 有価証券 合計その他有価証券 その他有価証券

期首残高 508 8,898 9,406
当期の損益又は評価・換算差額等
　損益に計上（＊） ̶ ̶ ̶
　その他有価証券評価差額金に計上 3 △ 7 △ 4
売却、購入、発行及び決済の純額 △ 209 △ 4,900 △ 5,109
期末残高 302 3,990 4,292

（＊）損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。

③時価の評価プロセスの説明
当社は資産運用部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定め、そ
れに沿って時価を算定しております。また、算定された時価については、資
産運用部門から独立した部門において、時価の算定に用いられた評価技法及
びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。
時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に
反映できる評価モデルを用いております。また、第三者から入手した相場価
格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確
認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検
証しております。
④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関す
る説明
割引率

 　　 割引率は、TORFやスワップ・レートなどの基準市場金利に対する調整率で
あり、主に信用リスクから生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実
性に対し市場参加者が必要とする報酬額であるリスク・プレミアムから構
成されます。一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）
を生じさせます。

５．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、11,016百万円で
あります。

６．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権は0百万円であります。なお、危
険債権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権はありません。

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権であります。

７．有形固定資産の減価償却累計額は165百万円であります。

８．保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は25,019百万円であります。なお、
負債の額も同額であります。

９．関係会社に対する金銭債権の総額は161百万円、金銭債務の総額は103百万円であ
ります。

10．繰延税金資産の総額は3,220百万円、繰延税金負債の総額は336百万円であります。
繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した金額は2,814百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金1,747百万円、その他有
価証券評価差額金964百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、
組合出資金332百万円であります。

 当期における法定実効税率は28％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率との間の差異の主な内訳は、評価性引当額の増減△11.6％であります。

 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）の成立に伴い、繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に適用される法定実効税率28％は、回収又は支払が見
込まれる期間が2026年4月1日以降のものについては28.93％に変更になりました。
この変更により、当期末における繰延税金資産は7百万円減少しております。また、
法人税等調整額は7百万円増加しております。

11．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
 当期首現在高 6,087百万円
 当期契約者配当金支払額 5,683百万円
 契約者配当準備金繰入額 7,235百万円
 当期末現在高 7,639百万円

12．保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再
保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は864
百万円であり、支払備金から控除しております。

 また、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以
下「出再責任準備金」という。）の金額は9,850百万円であり、責任準備金から控除
しております。

13．責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金1,055
百万円を含んでおります。

14．1株当たりの純資産額は、14,072円63銭であります。

15．平成8年大蔵省告示第50号第1条第5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数
料の当期末残高は2,620百万円であります。

16．当社は、従業員の退職給付に充てるため確定拠出年金制度を設けており、要拠出額
は28百万円であります。

17．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（4） 投資信託財産が不動産である投資信託に関する情報
 時価算定適用指針第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投
資信託の貸借対照表計上額は18,567百万円であり、期首残高から期末残高への
調整表は次のとおりであります。
 （単位：百万円）

有価証券
その他有価証券

期首残高 17,277
当期の損益又は評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金に計上 539
売却、購入、発行及び決済の純額 750
期末残高 18,567

 
（5） 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル3の時

価に関する情報
 ①重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法 重要な観察出来ない
インプット インプットの範囲

有価証券
その他有価証券 割引現在価値法 割引率 2.6％～5.3％

 ②期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。
 （単位：百万円）

買入金銭債権 有価証券 合計その他有価証券 その他有価証券
期首残高 302 3,990 4,292
当期の損益又は評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金に計上 1 △ 11 △ 9
売却、購入、発行及び決済の純額 △ 213 1,600 1,386
期末残高 90 5,579 5,669

 ③時価の評価プロセスの説明
 　 当社は資産運用部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定め、そ

れに沿って時価を算定しております。また、算定された時価については、資
産運用部門から独立した部門において、時価の算定に用いられた評価技法及
びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。

 　 時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に
反映できる評価モデルを用いております。また、第三者から入手した相場価
格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確
認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検
証しております。

 ④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関す
る説明

 　割引率
  　　 割引率は、TORFやスワップ・レートなどの基準市場金利に対する調整率で

あり、主に信用リスクから生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実
性に対し市場参加者が必要とする報酬額であるリスク・プレミアムから構
成されます。一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）
を生じさせます。

５．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、15,069百万円で
あります。

６．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権は0百万円、危険債権は0百万円
であります。なお、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権はありません。

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権であります。

 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成
績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。

７．有形固定資産の減価償却累計額は207百万円であります。

８．保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は28,246百万円であります。なお、
負債の額も同額であります。

９．関係会社に対する金銭債権の総額は167百万円、金銭債務の総額は111百万円であ
ります。

10．繰延税金資産の総額は2,641百万円、繰延税金負債の総額は569百万円であります。
繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した金額は2,169百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金1,950百万円、価格変動
準備金297百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、組合出資
金567百万円であります。

 当期における法定実効税率は28％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率との間の差異の主な内訳は、評価性引当額の増減14.2％であります。

11．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
 当期首現在高 7,639百万円
 当期契約者配当金支払額 7,117百万円
 契約者配当準備金繰入額 8,811百万円
 当期末現在高 9,333百万円

12．保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再
保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は833
百万円であり、支払備金から控除しております。

 また、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以
下「出再責任準備金」という。）の金額は11,366百万円であり、責任準備金から控除
しております。

13．責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金2,101
百万円を含んでおります。

14．1株当たりの純資産額は、16,166円41銭であります。

15．契約の諸条件に照らして、以下の①②に該当する一定の再保険契約（保険業法施行規
則第71条第3項に規定する再保険に係るものを除く。）に係る未償却出再手数料（受
再保険会社から収受した手数料のうち、当該再保険契約により再保険に付した部分
に係る将来の収益又は利益から受再保険会社に支払うものをいう。）の当期末残高は
3,579百万円であります。

 ① 未償却出再手数料及びこれに附帯して支弁する費用その他これに準ずるものを受
再保険会社に将来支払うことを約するものであること。

 ② 保険契約に係るリスクのうち、当該再保険に付された部分に係るリスクの一部を
移転するものであること。

16．当社は、従業員の退職給付に充てるため確定拠出年金制度を設けており、要拠出額
は26百万円であります。

17．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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02 損益計算書
（単位：百万円）

科　　目 2024年度 2025年度
経常収益 44,383 57,705
保険料等収入 41,080 50,260
保険料 28,328 33,981
再保険収入 12,752 16,278
資産運用収益 2,659 7,359
利息及び配当金等収入 2,444 2,485
預貯金利息 97 101
有価証券利息・配当金 2,319 2,356
貸付金利息 4 4
その他利息配当金 22 23
有価証券売却益 54 ̶
有価証券償還益 ̶ 9
為替差益 8 103
貸倒引当金戻入額 0 ̶
その他運用収益 1 2
特別勘定資産運用益 148 4,758
その他経常収益 644 86
責任準備金戻入額 621 ̶
その他の経常収益 22 86

経常費用 36,390 47,796
保険金等支払金 28,013 34,471
保険金 8,683 11,550
年金 713 617
給付金 1,511 1,573
解約返戻金 2,667 2,887
その他返戻金 1,320 1,224
再保険料 13,116 16,618
責任準備金等繰入額 243 4,773
支払備金繰入額 243 35
責任準備金繰入額 ̶ 4,738

資産運用費用 1,371 1,347
支払利息 23 60
有価証券売却損 440 454
有価証券償還損 ̶ 16
金融派生商品費用 692 520
貸倒引当金繰入額 ̶ 0
その他運用費用 214 296
事業費 6,006 6,320
その他経常費用 754 882
税金 126 158
減価償却費 627 723
その他の経常費用 0 0

経常利益 7,993 9,909
特別損失 96 0
固定資産等処分損 0 0
価格変動準備金繰入額 96 ̶
契約者配当準備金繰入額 7,235 8,811
税引前当期純利益 661 1,098
法人税及び住民税 226 304
法人税等調整額 △ 98 167
法人税等合計 127 471
当期純利益 533 627

Ⅴ. 財産の状況
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損益計算書　注記事項
2024年度 2025年度

1. 重要な会計方針
（1）保険料等収入は、次のとおり計上しております。
 保険料のうち初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開始して
いるものについて、当該収納した金額により計上しております。

 また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上して
おります。

 なお、収納した保険料のうち、当期末において未経過となっている期間に対応する
部分については、保険業法第 116条及び保険業法施行規則第 69条第 1項第 2号
に基づき、責任準備金に積み立てております。

 再保険収入は、再保険協約に基づく受取事由が当期に発生したものについて、これ
に定める金額により計上しております。

（2）保険金等支払金（再保険料を除く。）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、こ
れに定める金額を支払った契約について、当該支払金額により計上しております。

 なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、当期末におい
て支払義務が発生したもの、または未だ支払事由の報告を受けていないものの支払
事由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等支払金として計上
していないものについて、支払備金を積み立てております。

 再保険料は、再保険協約に基づく支払事由が当期に発生したものについて、これに
定める金額により計上しております。

2. 関係会社との取引による費用の総額は 533百万円であります。

3. 有価証券売却益の内訳は、国債等債券 0百万円、株式等 54百万円であります。

4. 有価証券売却損の内訳は、国債等債券 439百万円、外国証券 1百万円であります。

5. 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 491百万円、
責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は 1,676
百万円であります。

6. 金融派生商品費用には評価損が 1,122百万円含まれております。

7. 1株当たりの当期純利益は 360円 29銭であります。算定上の基礎である当期純利益
及び普通株式に係る当期純利益はともに 533百万円、普通株式の期中平均株式数は
1,480千株であります。

8. 再保険収入には、平成 8年大蔵省告示第 50号第 1条第 5項に規定する再保険契約
に係る未償却出再手数料の増加額が 4,767百万円含まれております。

 このうち団体信用生命保険に関する修正共同保険式再保険に係る再保険収入の内訳
は、契約者配当準備金調整額 1,234百万円、再保険金 983百万円、その他 538百万
円であります。

9. 再保険料には、平成 8年大蔵省告示第 50号第 1条第 5項に規定する再保険契約に
係る未償却出再手数料の減少額が 3,643百万円含まれております。

10. 関連当事者との取引は次のとおりであります。

属性 会社等の
名称

議決権の
所有

  （被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社の
子会社

SBI 
FinTech 
Solutions
株式会社

― 社債の
引受

利息の
受取 25 社債

未収収益
1,500

6

取引条件及び取引条件の決定方針等
　社債利率については、市場金利等を勘案し協議の上で決定しております。

11. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

1. 重要な会計方針
（1）保険料等収入は、次のとおり計上しております。
 保険料のうち初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開始して
いるものについて、当該収納した金額により計上しております。

 また、2回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上して
おります。

 なお、収納した保険料のうち、当期末において未経過となっている期間に対応する
部分については、保険業法第 116条及び保険業法施行規則第 69条第 1項第 2号
に基づき、責任準備金に積み立てております。

 再保険収入は、再保険協約に基づく受取事由が当期に発生したものについて、これ
に定める金額により計上しております。

（2）保険金等支払金（再保険料を除く。）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、こ
れに定める金額を支払った契約について、当該支払金額により計上しております。

 なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、当期末におい
て支払義務が発生したもの、または未だ支払事由の報告を受けていないものの支払
事由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等支払金として計上
していないものについて、支払備金を積み立てております。

 再保険料は、再保険協約に基づく支払事由が当期に発生したものについて、これに
定める金額により計上しております。

2. 関係会社との取引による費用の総額は 638百万円であります。

3. 有価証券売却損の内訳は、国債等債券 378百万円、外国証券 76百万円であります。

4. 支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額の金額は 30百万円、
責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 1,515
百万円であります。

5. 金融派生商品費用には評価益が 1,218百万円含まれております。

6. 1株当たりの当期純利益は 423円 77銭であります。算定上の基礎である当期純利益
及び普通株式に係る当期純利益はともに 627百万円、普通株式の期中平均株式数は
1,480千株であります。

7. 再保険収入には、貸借対照表の注記第 15項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却
出再手数料の増加額が 6,086百万円含まれております。

 このうち団体信用生命保険に関する修正共同保険式再保険に係る再保険収入の内訳
は、契約者配当準備金調整額 1,440百万円、再保険金 1,086百万円、その他 699
百万円であります。

8. 再保険料には、貸借対照表の注記第 15項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出
再手数料の減少額が 5,126百万円含まれております。

9. 関連当事者との取引は次のとおりであります。

属性 会社等の
名称

議決権の
所有

（被所有）
割合

関連
当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社の
子会社

SBI 
FinTech 
Solutions
株式会社

̶ 社債の
引受

社債の償還 1,500 社債 ̶

利息の受取 6 未収収益 ̶

親会社の
子会社

SBI VC
トレード
株式会社

̶ 社債の
引受

社債の引受
社債の償還

2,000
1,200 社債 1,999

利息の受取 51 未収収益 23

取引条件及び取引条件の決定方針等
　社債利率については、市場金利等を勘案し協議の上で決定しております。

10. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅴ. 財産の状況
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Ⅴ. 財産の状況

03 キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科　　目 2024年度 2025年度
営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） 661 1,098 
減価償却費 627 723 
支払備金の増減額（△は減少） 243 35 
責任準備金の増減額（△は減少） △ 621 4,738 
契約者配当準備金繰入額 7,235 8,811 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 0 0 
価格変動準備金の増減額（△は減少） 96 ̶
利息及び配当金等収入 △ 2,444 △ 2,485 
有価証券関係損益（△は益） 386 460 
金融派生商品損益（△は益） 692 520 
支払利息 23 60 
為替差損益（△は益） △ 8 △ 103 
特別勘定資産運用損益（△は益） △ 148 △ 4,758 
有形固定資産関係損益（△は益） 0 0 
代理店貸の増減額（△は増加） △ 0 △ 0 
再保険貸の増減額（△は増加） △ 1,635 △ 1,498 
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は増加） △ 63 △ 135 
代理店借の増減額（△は減少） △ 5 1 
再保険借の増減額（△は減少） 324 279 
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は減少） 8 64 
その他 158 195 
小計 5,529 8,008 
利息及び配当金等の受取額 2,257 2,102 
利息の支払額 △ 17 △ 64 
契約者配当金の支払額 △ 5,683 △ 7,117 
法人税等の支払額 △ 171 △ 328 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,915 2,600 
投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加） △ 500 ̶
買入金銭債権の売却・償還による収入 209 213 
有価証券の取得による支出 △ 11,000 △ 11,501 
有価証券の売却・償還による収入 10,166 8,305 
貸付けによる支出 △ 93 △ 15 
貸付金の回収による収入 57 38 
債券貸借取引受入担保金の純増減額（△は減少） 21 1,149 
資産運用活動計 △ 1,139 △ 1,810 
（営業活動及び資産運用活動計）  （776）  （790） 
有形固定資産の取得による支出 △ 0 △ 111 
無形固定資産の取得による支出 △ 741 △ 915 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,882 △ 2,837 
財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支払額 △ 162 △ 296 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 162 △ 296 
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 9 81 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 139 △ 451 
現金及び現金同等物期首残高 10,526 10,387 
現金及び現金同等物期末残高 10,387 9,935 

キャッシュ・フロー計算書　注記事項
2024年度 2025年度

1. キャッシュ ･フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上してお
ります。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
は、次のとおりであります。

現金及び預貯金 12,242百万円
預入期間が 3カ月を超える定期預金 △ 2,499百万円
有価証券に含まれるMMF 643百万円
現金及び現金同等物 10,387百万円

3. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

1. キャッシュ ･フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上してお
ります。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
は、次のとおりであります。

現金及び預貯金 8,972百万円
預入期間が 3カ月を超える定期預金 △ 2,587百万円
買入金銭債権に含まれるコマーシャル・ペーパー 1,998百万円
有価証券に含まれるMMF 1,551百万円
現金及び現金同等物 9,935百万円

3. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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04 株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

2024年度
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 15,000 3,000 4,964 7,964 29 797 827 23,791
当期変動額
剰余金の配当 32 △ 195 △ 162 △ 162
当期純利益 533 533 533
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ̶ ̶ ̶ ̶ 32 337 370 370
当期末残高 15,000 3,000 4,964 7,964 62 1,135 1,197 24,161

評価・換算差額等 純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 4,142 △ 4,142 19,648
当期変動額
剰余金の配当 △ 162
当期純利益 533
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 808 808 808
当期変動額合計 808 808 1,178
当期末残高 △ 3,334 △ 3,334 20,827

（単位：百万円）
2025年度

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 15,000 3,000 4,964 7,964 62 1,135 1,197 24,161
当期変動額
剰余金の配当 59 △ 355 △ 296 △ 296
当期純利益 627 627 627
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ̶ ̶ ̶ ̶ 59 271 331 331
当期末残高 15,000 3,000 4,964 7,964 121 1,407 1,528 24,492

評価・換算差額等 純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 3,334 △ 3,334 20,827
当期変動額
剰余金の配当 △ 296
当期純利益 627
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,767 2,767 2,767
当期変動額合計 2,767 2,767 3,098
当期末残高 △ 566 △ 566 23,926

株主資本等変動計算書　注記事項
2024年度 2025年度

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：千株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 1,480 ̶ ̶ 1,480

2. 配当に関する事項
 配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額（百万円)

1株当たり
配当額（円)

効力
発生日

配当の
原資

2025年 2月 27日
臨時株主総会 普通株式 162 110 2025年

2月 28日
利益
剰余金

3. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：千株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 1,480 ̶ ̶ 1,480

2. 配当に関する事項
 配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額（百万円)

1株当たり
配当額（円)

効力
発生日

配当の
原資

2026年 2月 27日
臨時株主総会 普通株式 296 200 2026年

2月 27日
利益
剰余金

3. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

Ⅴ. 財産の状況
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Ⅴ. 財産の状況

05 保険業法に基づく債権の状況
（単位：百万円、％）

区　　分 2024年度末 2025年度末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 0 0
危険債権 ̶ 0
三月以上延滞債権 ̶ ̶
貸付条件緩和債権 ̶ ̶

小計 0 0
（対合計比） （0.0） （0.0）
正常債権 11,187 15,221
合計 11,187 15,221

（注） 1. 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。

 2. 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権です。（注1に掲げる債権を除く。）

 3. 三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。（注1及び2に掲げる債権を除く。）
 4. 貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸付金です。（注1から3に掲げる債権を除く。）
 5. 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注1から4までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

06 元本補てん契約のある信託に係る貸出金の状況
該当ありません。

07 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
経済価値ベースのソルベンシー比率（ESR）は、2026年10月を目途に別途公表予定です。
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08 有価証券等の時価情報（会社計）
（1） 有価証券の時価情報
① 売買目的有価証券の評価損益

（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末

貸借対照表計上額 当期の損益に
含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に

含まれた評価損益

売買目的有価証券 23,674 △ 594 26,725 3,629

② 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外）
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末

帳簿
価額 時価

差損益 帳簿
価額 時価

差損益
差益 差損 差益 差損

満期保有目的の債券 6,726 6,534 △ 191 6 197 6,851 5,513 △ 1,337 ̶ 1,337 
責任準備金対応債券 14,501 12,344 △ 2,157 0 2,157 15,773 11,355 △ 4,418 ̶ 4,418 
子会社・関連会社株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
その他有価証券 57,975 53,344 △ 4,631 1,276 5,908 62,695 59,284 △ 3,410 1,796 5,207 
公社債 6,408 6,212 △ 195 34 230 8,694 8,679 △ 15 50 65 
株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 117 117 △ 0 ̶ 0 
外国証券 11,993 10,934 △ 1,059 30 1,089 12,065 11,388 △ 676 164 840 
公社債 9,471 8,610 △ 861 0 861 8,817 8,078 △ 738 ̶ 738 
株式等 2,522 2,323 △ 198 29 227 3,247 3,309 62 164 101 

その他の証券 39,270 35,894 △ 3,375 1,211 4,586 39,729 37,011 △ 2,718 1,582 4,300 
買入金銭債権 303 302 △ 1 ̶ 1 2,088 2,088 △ 0 ̶ 0 
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

合計 79,203 72,223 △ 6,980 1,283 8,263 85,319 76,153 △ 9,166 1,796 10,963 
公社債 26,236 23,711 △ 2,524 41 2,565 29,919 24,174 △ 5,745 50 5,795 
株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 117 117 △ 0 ̶ 0 
外国証券 13,393 12,314 △ 1,079 30 1,109 13,465 12,762 △ 702 164 866 

公社債 10,871 9,990 △ 880 0 881 10,217 9,452 △ 764 ̶ 764 
株式等 2,522 2,323 △ 198 29 227 3,247 3,309 62 164 101 

その他の証券 39,270 35,894 △ 3,375 1,211 4,586 39,729 37,011 △ 2,718 1,582 4,300 
買入金銭債権 303 302 △ 1 ̶ 1 2,088 2,088 △ 0 ̶ 0 
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

（注） 1. 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
 2. 市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。

満期保有目的の債券
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末 

貸借対照表
計上額 時価 差額 貸借対照表

計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 882 889 6 ̶ ̶ ̶ 
公社債 882 889 6 ̶ ̶ ̶ 
外国証券 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 5,843 5,645 △ 197 6,851 5,513 △ 1,337 
公社債 4,943 4,757 △ 186 5,951 4,627 △ 1,323 
外国証券 900 888 △ 11 900 886 △ 13 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

Ⅴ. 財産の状況
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責任準備金対応債券
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末 

貸借対照表
計上額 時価 差額 貸借対照表

計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 200 200 0 ̶ ̶ ̶
公社債 200 200 0 ̶ ̶ ̶
外国証券 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 14,301 12,144 △ 2,157 15,773 11,355 △ 4,418 
公社債 13,801 11,651 △ 2,149 15,273 10,866 △ 4,406 
外国証券 500 492 △ 7 500 488 △ 11 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

その他有価証券
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末 

帳簿価額 貸借対照表
計上額 差額 帳簿価額 貸借対照表

計上額 差額

貸借対照表計上額が帳簿価額を超えるもの 16,324 17,601 1,276 19,678 21,475 1,796
公社債 894 929 34 1,694 1,744 50
株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
外国証券 981 1,012 30 2,254 2,418 164
その他の証券 14,448 15,659 1,211 15,729 17,311 1,582
買入金銭債権 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

貸借対照表計上額が帳簿価額を超えないもの 41,650 35,742 △ 5,908 43,016 37,809 △ 5,207
公社債 5,513 5,283 △ 230 7,000 6,934 △ 65
株式 ̶ ̶ ̶ 117 117 △ 0
外国証券 11,011 9,922 △ 1,089 9,811 8,970 △ 840
その他の証券 24,821 20,235 △ 4,586 24,000 19,699 △ 4,300
買入金銭債権 303 302 △ 1 2,088 2,088 △ 0
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。
（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末 
子会社・関連会社株式 ̶ ̶ 
その他有価証券 14,350 14,588 

国内株式 ̶ ̶ 
外国株式 ̶ ̶ 
その他 14,350 14,588 

合計 14,350 14,588 

（2） 金銭の信託の時価情報
該当ありません。
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（3） デリバティブ取引の時価情報

 1. 定性的情報
 ① 取引の内容

当社が利用対象としているデリバティブ取引は以下のとおりです。
・通貨関連：為替予約

 ② 取組方針
当社では、デリバティブ取引を運用資産の為替リスクに対する有効なヘッジ手段と位置付けており、原則と
してヘッジ目的に利用を限定しています。

 ③ 利用目的
当社が利用しているデリバティブ取引の主な利用目的は、以下のとおりです。
・「通貨関連取引」は、外貨建て資産の購入・売却時の為替レートを事前に確定する目的及び為替変動によ
る損失を一定範囲内に限定する等、為替リスクを回避する目的で利用しています。

 ④ リスクの内容
当社が利用しているデリバティブ取引は価格変動リスクのうち為替変動リスクのみのヘッジを目的としてお
り、デリバティブ取引に係る為替リスクはヘッジ対象資産の為替リスクと相殺され、非常に限定的なものと
なっています。また取引形態は店頭取引であり、取引相手先は格付等を勘案して信用度が高いと判断される
先を選別しているため、取引相手先の信用リスクは限定的です。

 ⑤ リスク管理体制
リスク管理方針は社内規程に基づき、基本方針・ヘッジ方針・リスクモニタリング方法・ヘッジ対象および手
段・ヘッジ有効性の検証方法等を策定し、運営されています。取引ならびに運用状況につきましては、ヘッ
ジ対象資産とヘッジ手段の損益をトータルで把握する等包括的な管理を行っており、その状況は資産運用
会議等に報告されています。

 ⑥ 定量的情報に関する補足説明
デリバティブ取引については、ヘッジ対象資産の価格変動リスクをヘッジする目的で保有しており、デリバ
ティブ取引の損益を単独で認識するのではなく、ヘッジ対象資産の損益と合算して認識する必要があります。

 2. 定量的情報
 ① 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）

（単位：百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計
ヘッジ会計適用分 ̶ 36 ̶ ̶ ̶ 36
ヘッジ会計非適用分 ̶ 4 ̶ ̶ ̶ 4
合計 ̶ 41 ̶ ̶ ̶ 41

（注）　 ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益（通貨関連36百万円）、及びヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されていま
す。

 ② ヘッジ会計が適用されていないもの

  金利関連
該当ありません。
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  通貨関連
（単位：百万円）

区分 種　　類
2024年度末 2025年度末

契約額等 時価 差損益 契約額等 時価 差損益うち1年超 うち1年超

店頭

為替予約
売建 1,487 ̶ △ 11 △ 11 1,589 ̶ 4 4
（うち米ドル） 1,487 ̶ △ 11 △ 11 1,589 ̶ 4 4
（うちユーロ） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
合計 △ 11 4

（注） 1. 年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
 2. 為替予約の時価は、差金決済額（差損益）を記載しています。

  株式関連
該当ありません。

  債券関連
該当ありません。

  その他
該当ありません。

 ③ ヘッジ会計が適用されているもの

  金利関連
該当ありません。

  通貨関連
（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 種　　類 主なヘッジ対象

2024年度末 2025年度末 
契約額等 時価 契約額等 時価うち1年超 うち1年超

時価ヘッジ

為替予約

その他有価証券売建 13,917 ̶ △ 203 14,135 ̶ 36
（うちユーロ） 7,022 ̶ △ 151 8,127 ̶ 19
（うち米ドル） 6,895 ̶ △ 52 6,007 ̶ 16

合計 △ 203 36

（注） 1. 年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
 2. 為替予約の時価は、差金決済額（差損益）を記載しています。

  株式関連
該当ありません。

  債券関連
該当ありません。

  その他
該当ありません。



09 経常利益等の明細（基礎利益）
（単位：百万円）

2024年度 2025年度
基礎利益 Ａ 7,078 9,537
キャピタル収益 770 535

金銭の信託運用益 ̶ ̶
売買目的有価証券運用益 ̶ ̶
有価証券売却益 54 ̶
金融派生商品収益 ̶ ̶
為替差益 8 103
その他キャピタル収益 706 432

キャピタル費用 1,133 974
金銭の信託運用損 ̶ ̶
売買目的有価証券運用損 ̶ ̶
有価証券売却損 440 454
有価証券評価損 ̶ ̶
金融派生商品費用 692 520
為替差損 ̶ ̶
その他キャピタル費用 ̶ ̶

キャピタル損益 Ｂ △ 363 △ 438
キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ 6,715 9,098
臨時収益 1,818 1,458

再保険収入 ̶ ̶
危険準備金戻入額 ̶ ̶
個別貸倒引当金戻入額 ̶ ̶
その他臨時収益 1,818 1,458

臨時費用 540 647
再保険料 ̶ ̶
危険準備金繰入額 540 647
個別貸倒引当金繰入額 0 0
特定海外債権引当勘定繰入額 ̶ ̶
貸付金償却 ̶ ̶
その他臨時費用 ̶ ̶

臨時損益 Ｃ 1,278 810
経常利益 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 7,993 9,909

（参考）その他項目の内訳
2024年度 2025年度

基礎利益 △ 1,941 △ 1,873

修正共同保険式再保険に係る契約者配当準備金
調整額 △ 1,234 △ 1,440

為替に係るヘッジコスト △ 706 △ 432
その他キャピタル収益 706 432

為替に係るヘッジコスト 706 432
その他臨時収益 1,818 1,458

保険業法施行規則第 69条第 5項の規定に基づく
責任準備金戻入額 584 18

修正共同保険式再保険に係る契約者配当準備金
調整額 1,234 1,440
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10 会社法による会計監査人の監査
当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、2025年度の計算書類及びその附属明細書について、有限責
任監査法人トーマツの監査を受けております。

11   代表者による財務諸表の適正性及び財務諸表作成に係る内部監査
の有効性の確認

当社の代表取締役社長は、財務諸表に記載された事項が適正であること及び財務諸表作成に係る内部監査が有効
であることを確認しております。

12   保険会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な
疑義を生じさせるような事象等

該当ありません。
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01 主要な業務の状況を示す指標等
（1） 決算業績の概況

P. 32をご参照ください。

（2） 保有契約高及び新契約高
・保有契約高

（単位：千件、百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額
前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

個人保険 202 111.6 910,614 117.7 223 110.4 1,046,787 115.0
個人年金保険 2 95.1 26,653 95.4 2 93.1 29,766 111.7
団体保険 ̶ ̶ 11,119,106 128.0 ̶ ̶ 13,347,788 120.0
団体年金保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（注）　個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約と年金支払開始後契約の責任準備金の合計です。

・新契約高
（単位：千件、百万円、％）

区　　分

2024年度 2025年度
件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

前年
度比

前年
度比 新契約

転換に
よる
純増加

前年
度比

前年
度比 新契約

転換に
よる
純増加

個人保険 32 101.8 181,291 98.0 181,291 ̶ 33 103.6 187,969 103.7 187,969 ̶
個人年金保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
団体保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
団体年金保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（注）　団体保険の新契約高は、新契約として計上された月の単月の新契約高を表します。
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（3） 個人保険及び個人年金保険の年換算保険料（保険種類別、通貨別）
・新契約年換算保険料

（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
平準払 一時払 平準払 一時払

合計 1,189 1,170 19 1,237 1,214 22
第一分野（除く個人年金） 590 590 ̶ 591 591 ̶

終身保険（定額） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
利率変動型終身保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
養老保険（定額） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
定期保険 578 578 ̶ 580 580 ̶
こども保険・学資保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
変額保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他の個人保険 11 11 ̶ 10 10 ̶

第三分野 580 580 ̶ 623 623 ̶
医療保険 326 326 ̶ 333 333 ̶
介護保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
就業不能保険 253 253 ̶ 289 289 ̶
がん保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他の個人保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

うち保険期間が終身のもの 322 322 ̶ 329 329 ̶
個人年金 19 ̶ 19 22 ̶ 22

個人年金（定額） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
うちトンチン年金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

個人年金（変額） 19 ̶ 19 22 ̶ 22
利率変動型個人年金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

（注） 1. 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険
料を保険期間で除した金額）。

 2. 第三分野には、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除
く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

 3. 「一時払」には加入時に一時払であった契約の年換算保険料を計上し、「平準払」には、左記以外の契約の年換算保険料を計上しています。
 4. 本表に記載の数値は全て本邦通貨によるものです。

・保有契約年換算保険料
（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末
平準払 一時払 その他 平準払 一時払 その他

合計 9,070 7,577 972 520 9,664 8,286 931 446
第一分野（除く個人年金） 4,177 3,984 3 189 4,478 4,325 3 149

終身保険（定額） 234 93 ̶ 140 197 88 ̶ 108
利率変動型終身保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
養老保険（定額） 4 3 ̶ 0 3 3 ̶ 0
定期保険 3,212 3,165 1 45 3,583 3,542 1 39
こども保険・学資保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
変額保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他の個人保険 725 720 1 3 693 691 1 0

第三分野 3,974 3,593 370 11 4,322 3,960 350 11
医療保険 1,922 1,565 353 3 2,117 1,778 334 4
介護保険 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
就業不能保険 1,218 1,218 ̶ 0 1,401 1,401 ̶ 0
がん保険 765 741 15 7 736 715 14 6
その他の個人保険 69 67 0 0 66 65 0 0

うち保険期間が終身のもの 2,008 1,981 16 10 2,211 2,184 15 10
個人年金 917 ̶ 598 319 863 ̶ 577 286

個人年金（定額） 8 ̶ ̶ 8 7 ̶ ̶ 7
うちトンチン年金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

個人年金（変額） 909 ̶ 598 310 856 ̶ 577 278
利率変動型個人年金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

（注） 1. 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険
料を保険期間で除した金額）。

 2. 第三分野には、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除
く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

 3. 「一時払」には加入時に一時払であった契約（現時点で年金開始している保有契約は除く。）の年換算保険料を計上し、「平準払」には現時点において、
保険料を払込中の契約の年換算保険料を計上しています。「その他」には上記以外の契約（払済契約、延長契約、年金開始後契約、保険料払込を免除され
た契約等）の年換算保険料を計上しています。

 4. 本表に記載の数値は全て本邦通貨によるものです。
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（4） 契約者配当の状況

 ①2025年度の状況
2026年度における契約者配当金支払のため、2025年度末（2026年3月末）に、8,811百万円を契約者配当
準備金に繰入れました。
この結果、2025年度末における契約者配当準備金の残高は、9,333百万円となっています。

 ②2024年度の状況
2025年度における契約者配当金支払のため、2024年度末（2025年3月末）に、7,235百万円を契約者配当
準備金に繰入れました。
この結果、2024年度末における契約者配当準備金の残高は、7,639百万円となっています。
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02 保険契約に関する指標等
（１） 保有契約増加率

（単位：％）

区　　分 2024年度 2025年度
個人保険 9.2 8.0 
個人年金保険 △ 4.0 △ 5.9 
団体保険 28.0 20.0 
団体年金保険 ̶ ̶ 

（注）　 個人保険、個人年金保険については、保有契約年換算保険料に基づく
増加率を記載しています。

（２）  解約失効率（対年度始）
（単位：％）

区　　分 2024年度 2025年度
個人保険 5.4 5.4 
個人年金保険 3.8 5.2 
団体保険 ̶ ̶ 

（注）　 個人保険及び団体保険については、契約高の減額、増額及び契約復活
高により解約・失効高の修正を行い、解約・失効率を算出しています。

（3） 死亡率（個人保険主契約）
（単位：‰）

件数率 金額率
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

2.84 2.57 1.46 1.26 

（4）  保険契約を再保険に付した場合におけ
る、再保険を引き受けた主要な保険会社
等の数

（単位：社）

2024年度 2025年度
6 

（1）
10 
（1）

（注）　（4）から（7）の下段（　）は、保険業法施行規則第71条に基づいて保険
料積立金を積み立てないとした第三分野保険の契約に係る値です。

（5）  保険契約を再保険に付した場合におけ
る、再保険を引き受けた保険会社等のう
ち、支払再保険料の額が大きい上位５社
に対する支払再保険料の割合

（単位：％）

2024年度 2025年度
98.4 
（2.8） 

98.6 
（2.1）

（6）  保険契約を再保険に付した場合におけ
る、再保険を引き受けた主要な保険会社
等の格付機関による格付に基づく区分ご
との支払再保険料の割合

（単位：％）

格付区分 2024年度 2025年度

A以上 74.3 
（2.8）

78.9 
（2.1）

その他（A未満・格付
なし）

25.7 
（̶） 

21.1 
（̶） 

（注）　  S&P社の格付を使用し、S&P社の格付がない場合には、「その他」に
区分しています。

（7） 未だ収受していない再保険金の額
（単位：百万円）

2024年度 2025年度
776 
（11）

742 
（12）

（8）  第三分野保険の給付事由又は保険種類
の区分ごとの、発生保険金額の経過保険
料に対する割合

（単位：％）

2024年度 2025年度
第三分野発生率 37.3 35.3 

医療（疾病） 33.1 32.9 
がん 79.9 81.3 
介護 ̶ ̶ 
その他 13.0 10.9 
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03 経理に関する指標等
（1） 支払備金明細表

（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末

保
険
金

死亡保険金 833 613
災害保険金 ̶ ̶
高度障害保険金 25 40
満期保険金 3 3
その他 257 421
小計 1,119 1,079

年金 14 18
給付金 451 554
解約返戻金 328 296
保険金据置支払金 ̶ ̶
その他共計 1,913 1,949

（2） 責任準備金明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末

責任準備金
（除危険
準備金）

個人保険 58,987 59,467
（一般勘定） 58,987 59,467
（特別勘定） ̶ ̶
個人年金保険 26,689 29,797
（一般勘定） 1,705 1,585
（特別勘定） 24,983 28,211
団体保険 1,626 2,128
（一般勘定） 1,626 2,128
（特別勘定） ̶ ̶
団体年金保険 ̶ ̶
（一般勘定） ̶ ̶
（特別勘定） ̶ ̶
その他 0 0
（一般勘定） 0 0
（特別勘定） ̶ ̶
小計 87,303 91,394
（一般勘定） 62,320 63,182
（特別勘定） 24,983 28,211

危険準備金 4,079 4,727
合計 91,383 96,121

（一般勘定） 66,400 67,909
（特別勘定） 24,983 28,211

（3） 責任準備金残高の内訳
（単位：百万円）

区　　分 保険料積立金 未経過保険料 払戻積立金 危険準備金 合計
2024年度末  86,522  781  ̶  4,079  91,383 

2025年度末  90,683  711  ̶  4,727  96,121 
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（5）  特別勘定を設けた保険契約であって、保険金等の額を最低保証している保険契約に係る一
般勘定の責任準備金の残高、算出方法、その計算の基礎となる係数

① 責任準備金残高（一般勘定）
（単位：百万円）（注） 1. 保険業法施行規則第68条に規定する保険契約（標準責任準備金対

象契約）を対象としています。
 2. 責任準備金残高（一般勘定）は、最低保証に係る保険料積立金を記載

しています。
2024年度末 2025年度末

責任準備金残高（一般勘定） 35 30

② 算出方法、その計算の基礎となる係数
計算方法 平成８年大蔵省告示第４８号に定める標準的方式

計
算
の
基
礎
と
な
る
係
数

① 死亡率

平成８年大蔵省告示第４８号に定める率

② 割引率
③ 期待収益率

④
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ

（１）国内株式
（２）円貨建債券
（３）外国株式
（４）外貨建債券
（５）短期金融市場商品 0.3%

保険料及び責任準備金の算出方法書に定める率
（６）新興成長国株式 31.2%
（７）新興成長国債券 22.7%
（８）不動産投資信託 18.6%

 （4）  個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高（契約年度別、通貨別）
① 責任準備金の積立方式、積立率

2024年度末 2025年度末

積
立
方
式

標
準
責
任
準
備
金

対
象
契
約

定期保険 平準純保険料式 平準純保険料式
終身保険 平準純保険料式 平準純保険料式
養老保険 平準純保険料式 平準純保険料式

個人変額年金保険
平成 8年大蔵省
告示第 48号に
定める方法

平成 8年大蔵省
告示第 48号に
定める方法

その他 平準純保険料式 平準純保険料式

標
準
責
任
準
備
金

対
象
外
契
約

災害・疾病入院保険 平準純保険料式 平準純保険料式
交通傷害給付金付
災害割増定期保険 平準純保険料式 平準純保険料式

個人変額年金保険
保険業法施行規
則 69条第 4項
3号に定める方
法

保険業法施行規
則 69条第 4項
3号に定める方
法

その他 平準純保険料式 平準純保険料式
積立率（危険準備金を除く） 101.0% 100.9%

（注） 1. 積立方式及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としています。
 2. 積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成8年大蔵省告

示第48号に定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約に関しては
平準純保険料式により計算した保険料積立金、及び未経過保険料に対して
の積立率を記載しています。なお、2006年度より、一部保険契約の将来にわ
たる健全性を維持するため、追加して責任準備金を積み立てています。

② 責任準備金残高（契約年度別、通貨別）
（単位：百万円）

契約年度
合計

責任準備金
残高 予定利率

　　　　～1980年度 ̶ ̶
1981年度～1985年度 ̶ 6.00%
1986年度～1990年度 71 6.00%～5.50%
1991年度～1995年度 9,704 6.00%～3.50%
1996年度～ 2000年度 18,935 3.30%～2.00%
2001年度～ 2005年度 4,628 1.50%～1.00%
2006年度～ 2010年度 17,178 1.50%

2011年度 2 1.50%
2012年度 2 1.50%
2013年度 23 1.50%～1.00%
2014年度 56 1.00%
2015年度 92 1.25%～1.00%
2016年度 318 1.25%～1.00%
2017年度 472 1.25%～0.25%
2018年度 761 1.25%～0.25%
2019年度 1,249 0.50%～0.25%
2020年度 1,498 0.50%～0.25%
2021年度 1,288 0.50%～0.25%
2022年度 1,199 0.50%～0.25%
2023年度 1,199 0.50%～0.25%
2024年度 891 0.50%～0.25%
2025年度 609 0.50%～0.25%

（注） 1. 責任準備金残高は、個人保険及び個人年金保険の責任準備金　
（特別勘定の責任準備金及び危険準備金を除く）を記載して
います。

 2. 予定利率については、各契約年度別の責任準備金に係る主な
予定利率を記載しています。

 ３． 本表に記載の数値は全て本邦通貨によるものです。
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（6） 契約者配当準備金明細表
（単位：百万円）

区　　分 個人保険 個人年金
保険 団体保険 団体年金

保険
財形保険

財形年金保険
その他の
保険 合計

２
０
２
４
年
度

当期首現在高 ̶ ̶ 6,087 ̶ ̶ ̶ 6,087 
利息による増加 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
配当金支払による減少 ̶ ̶ 5,683 ̶ ̶ ̶ 5,683 
当期繰入額 ̶ ̶ 7,235 ̶ ̶ ̶ 7,235 
当期末現在高 ̶ ̶ 7,639 ̶ ̶ ̶ 7,639 

（̶） （̶） （̶） （̶） （̶） （̶） （̶）

２
０
２
５
年
度

当期首現在高 ̶ ̶ 7,639 ̶ ̶ ̶ 7,639 
利息による増加 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
配当金支払による減少 ̶ ̶ 7,117 ̶ ̶ ̶ 7,117 
当期繰入額 ̶ ̶ 8,811 ̶ ̶ ̶ 8,811 
当期末現在高 ̶ ̶ 9,333 ̶ ̶ ̶ 9,333 

（̶） （̶） （̶） （̶） （̶） （̶） （̶）
（注）　（　）内には、当期末現在高のうち積立配当金を記載しています。

（７） 引当金明細表
（単位：百万円）

区　　分 当期首残高 当期末残高 当期増減（△）額 計上の理由及び
算定方法

貸倒
引当金

一般貸倒引当金 0 0 △ 0 注記事項（貸
借対照表）に
記載のとおり
です。

個別貸倒引当金 0 0 0 

価格変動準備金 1,028 1,028 ̶ 

（８） 特定海外債権引当勘定の状況
該当ありません。

（9） 保険料明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
個人保険 7,215 7,940
（うち一時払） ̶ ̶
個人年金保険 470 562
（うち一時払） 470 562
団体保険 18,374 23,258
団体年金保険 ̶ ̶
その他共計 28,328 33,981

（10） 保険金明細表
（単位：百万円）

区分 個人保険 個人年金
保険 団体保険 団体年金

保険
財形保険

財形年金保険
その他の
保険

2025年度
合計

2024年度
合計

死亡保険金 1,321 120 3,529 ̶ ̶ 635 5,606 4,627
災害保険金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 3
高度障害保険金 34 ̶ 240 ̶ ̶ 49 324 182
満期保険金 4 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 4 6
その他 98 ̶ 5,502 ̶ ̶ 15 5,615 3,863
合計 1,458 120 9,272 ̶ ̶ 699 11,550 8,683
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（11） 年金明細表
（単位：百万円）

個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険
財形年金保険 その他の保険 2025年度

合計
2024年度
合計

̶ 617 ̶ ̶ ̶ ̶ 617 713

（12） 給付金明細表
（単位：百万円）

区　　分 個人保険 個人年金
保険 団体保険 団体年金

保険
財形保険

財形年金保険
その他の
保険

2025年度
合計

2024年度
合計

死亡給付金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
入院給付金 461 ̶ 1 ̶ ̶ 1 464 450
手術給付金 399 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 399 358
障害給付金 0 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 0 0
生存給付金 5 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 5 5
その他 569 ̶ 134 ̶ ̶ ̶ 703 695
合計 1,436 ̶ 135 ̶ ̶ 1 1,573 1,511

（13） 解約返戻金明細表
（単位：百万円）

個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険
財形年金保険 その他の保険 2025年度

合計
2024年度
合計

1,851 1,035 ̶ ̶ ̶ ̶ 2,887 2,667

（１4） 減価償却費明細表
（単位：百万円、％）

区　　分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 352 44 207 144 59.0 

　建物 56 4 19 36 35.4 

　リース資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

　その他の有形固定資産 296 40 187 108 63.4 

無形固定資産 5,417 678 3,162 2,254 58.4 

その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 

合計 5,769 723 3,370 2,399 58.4 
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（１5） 事業費明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
営業活動費 527 537 

営業管理費 1,065 1,113 

一般管理費 4,413 4,670 

合計 6,006 6,320 

（１6） 借入金残存期間別残高
該当ありません。
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04 資産運用に関する指標等（一般勘定）

（1） 資産運用の概況

① 2025年度の資産の運用状況
イ．運用環境
2025年度における日本経済は米国による通商政策の影響を受けながらも緩やかに成長を継続しました。家
計部門では物価高に伴う消費者マインドの悪化の影響を受ける中で、財・サービス消費は緩やかな成長を実
現しました。企業部門では、人件費高騰や人手不足を受けた省力化需要等を背景に堅調な設備投資が確認
されました。輸出は自動車を中心に米国通商政策の影響を大きく受けましたが、現地生産の拡大や在庫の販
売を行うことで持ちこたえ、数量ベースで横ばい圏内となりました。

国内外債券市場：2025年度の長期金利は国内外で、前年度末比で上昇する結果となりました。米国では政
府の通商政策による不確実性の増大や高止まりしたインフレを背景に長期金利は一時4.59％に達しました
が、通商政策が世界経済に与える不確実性が低下すると米長期金利も低下に転じました。その後中東での紛
争勃発の影響で年度末にかけて再度上昇に転じ、前年度末比0.11ポイント高い4.32％となりました。日本で
は高市自民党新政権における財政拡張に繋がる政策への懸念や中東での紛争による原油高を背景としたイ
ンフレ懸念の増大で年度後半にかけて長期金利は急上昇し、前年度末比0.87ポイント高い2.35％となりま
した。

国内外株式市場：2025年度の株価は堅調に推移しました。米国株は4月上旬の米国の関税政策による急落
後、ハイテク株中心に買われ、S&P500指数は2026年初に6,970ポイント台に到達しました。しかし年度末
に中東情勢の懸念を巡り世界的にリスク回避姿勢が強まり、前年度末比＋16.33％の6,528.52ポイントとな
りました。日本株は高市内閣の発足により、財政拡張による経済効果への期待から上昇し、日経平均株価は
一時58,000円を超えました。その後、中東情勢の懸念から値下がりし、前年度末比＋43.37％の51,063円
72銭となりました。

外国為替市場：2025年度における為替相場は円安が進行しました。年度初には関税ショックからドル売りが
進み、ドル円は一時140円を割り込みましたが、高市内閣による財政拡張期待や中東情勢の影響を受けた原
油価格の上昇も相まって、前年度末値より8円76銭高い158円72銭となりました。ユーロ円は、原油高や財
政拡張期待による円安に加え、関税不透明感を背景としたユーロドルのユーロ高が重なり、前年度末値で21

円17銭高い183円38銭となりました。

ロ．運用方針
当社では、生命保険契約の負債特性をふまえ、長期にわたって安定的に収益確保することを目的に、公社債
等の確定利付債券中心のポートフォリオを構築することを基本方針としています。一方で、経営の健全性を考
慮して許容できるリスクの範囲内で、外国証券や国内外オルタナティブ資産などをポートフォリオに組み入れ
ることで、収益の向上を図っております。

ハ．運用実績の概況
2025年度の一般勘定では、円建て公社債において金利上昇の機会をとらえ残高積増しを図りました。この
結果、2025年度末の一般勘定資産に対する資産構成は、国内公社債25.1％（前年度末比1.7ポイント増）と
なりました。また一般勘定資産の資産運用収益は2,600百万円、資産運用費用は1,347百万円で、資産運用
収支は1,252百万円となりました。
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② ポートフォリオの推移
イ．資産の構成

（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末

金　　額 占　　率 金　　額 占　　率
現預金・コールローン 10,897 9.8 7,451 6.3
買現先勘定 ̶ ̶ ̶ ̶
債券貸借取引支払保証金 ̶ ̶ ̶ ̶
買入金銭債権 302 0.3 2,088 1.8
商品有価証券 ̶ ̶ ̶ ̶
金銭の信託 ̶ ̶ ̶ ̶
有価証券 89,918 80.7 97,253 81.6

公社債 26,040 23.4 29,904 25.1
株式 ̶ ̶ 117 0.1
外国証券 25,004 22.5 27,108 22.8

公社債 10,010 9.0 9,478 8.0
株式等 14,994 13.5 17,629 14.8

その他の証券 38,872 34.9 40,123 33.7
貸付金 168 0.2 149 0.1

保険約款貸付 168 0.2 149 0.1 
一般貸付 ̶ ̶ ̶ ̶ 

不動産 39 0.0 36 0.0
繰延税金資産 69 0.1 ̶ ̶
その他 9,975 9.0 12,133 10.2
貸倒引当金 △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0
合計 111,370 100.0 119,112 100.0

うち外貨建資産 21,639 19.4 24,318 20.4

（注） 不動産については建物の金額を計上しております。

ロ．資産の増減
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
現預金・コールローン 145 △ 3,446
買現先勘定 ̶ ̶
債券貸借取引支払保証金 ̶ ̶
買入金銭債権 △ 206 1,786
商品有価証券 ̶ ̶
金銭の信託 ̶ ̶
有価証券 2,041 7,334

公社債 △ 66 3,863
株式 △ 163 117
外国証券 1,114 2,103

公社債 △ 155 △ 531
株式等 1,269 2,635

その他の証券 1,156 1,250
貸付金 38 △ 18

保険約款貸付 38 △ 18
一般貸付 ̶ ̶

不動産 △ 4 △ 2
繰延税金資産 69 △ 69
その他 1,561 2,157
貸倒引当金 0 △ 0
合計 3,646 7,741

うち外貨建資産 1,319 2,679
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（2） 運用利回り
（単位：％）

区　　分 2024年度 2025年度
現預金・コールローン 1.26 2.19
買現先勘定 ̶ ̶
債券貸借取引支払保証金 ̶ ̶
買入金銭債権 0.63 0.82
商品有価証券 ̶ ̶
金銭の信託 ̶ ̶
有価証券 1.17 1.30

うち公社債 0.01 1.00
うち株式 393.42 ̶
うち外国証券 1.18 1.56

貸付金 2.91 3.01
うち一般貸付 ̶ ̶

不動産 ̶ ̶
一般勘定計 1.01 1.07

（注）　 利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損
益中、資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

（３） 主要資産の平均残高
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
現預金・コールローン 6,645 8,590 
買現先勘定 ̶ ̶ 
債券貸借取引支払保証金 ̶ ̶ 
買入金銭債権 2,865 2,612 
商品有価証券 ̶ ̶ 
金銭の信託 ̶ ̶ 
有価証券 95,328 95,886 

うち公社債 29,308 28,229 
うち株式 13 8 
うち外国証券 24,737 25,580 

貸付金 161 152 
うち一般貸付 ̶ ̶ 

不動産 41 37 
一般勘定計 112,963 117,164 

うち海外投融資 26,363 27,184 

（4） 資産運用収益明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
利息及び配当金等収入 2,444 2,485
商品有価証券運用益 ̶ ̶
金銭の信託運用益 ̶ ̶
売買目的有価証券運用益 ̶ ̶
有価証券売却益 54 ̶
有価証券償還益 ̶ 9
金融派生商品収益 ̶ ̶
為替差益 8 103
貸倒引当金戻入額 0 ̶
その他運用収益 1 2
合計 2,510 2,600

（5） 資産運用費用明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
支払利息 23 60
商品有価証券運用損 ̶ ̶
金銭の信託運用損 ̶ ̶
売買目的有価証券運用損 ̶ ̶
有価証券売却損 440 454
有価証券評価損 ̶ ̶
有価証券償還損 ̶ 16
金融派生商品費用 692 520
為替差損 ̶ ̶
貸倒引当金繰入額 ̶ 0
貸付金償却 ̶ ̶
賃貸用不動産等減価償却費 ̶ ̶
その他運用費用 214 296
合計 1,371 1,347

（６） 利息及び配当金等収入明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
預貯金利息 97 101 
有価証券利息・配当金 2,319 2,356 

公社債利息 446 625 
株式配当金 ̶ ̶
外国証券利息配当金 989 977 

貸付金利息 4 4 
不動産賃貸料 ̶ ̶ 
その他共計 2,444 2,485 

（7） 有価証券売却益明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
国債等債券 0 ̶
株式等 54 ̶
外国証券 ̶ ̶
その他共計 54 ̶

（８） 有価証券売却損明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
国債等債券 439 378 
株式等 ̶ ̶
外国証券 1 76 
その他共計 440 454 
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（９） 有価証券評価損明細表
該当ありません。

（１０） 商品有価証券明細表
該当ありません。

（１１） 商品有価証券売買高
該当ありません。

（１２） 有価証券の残存期間別残高及びその合計額
（単位：百万円）

区　　分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定めのな
いものを含む）

合　　計

２
０
２
４
年
度
末

有価証券 5,687 2,965 1,319 3,149 227 76,569 89,918
国債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 15,437 15,437
地方債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
社債 2,699 1,882 395 185 ̶ 5,440 10,603
株式 ̶ ̶
外国証券 2,988 1,083 924 2,963 227 16,818 25,004
公社債 2,988 1,083 924 2,963 227 1,824 10,010
株式等 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 14,994 14,994

その他の証券 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 38,872 38,872
買入金銭債権 ̶ 302 ̶ ̶ ̶ ̶ 302
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
合    計 5,687 3,267 1,319 3,149 227 76,569 90,220

２
０
２
５
年
度
末

有価証券  3,854  6,310  3,189  917  239  82,742  97,253 
国債  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  18,428  18,428 
地方債  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶ 
社債  3,098  2,476  1,090  ̶  ̶  4,809  11,475 
株式  117  117 
外国証券  755  3,834  2,099  917  239  19,262  27,108 
公社債  755  3,834  2,099  917  239  1,633  9,478 
株式等  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  17,629  17,629 

その他の証券  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  40,123  40,123 
買入金銭債権  2,088  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  2,088 
譲渡性預金  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶ 
その他  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶  ̶ 
合    計  5,942  6,310  3,189  917  239  82,742  99,341 
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（１3） 業種別株式保有明細表
（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 占率 金額 占率

水産・農林業 ̶ ̶ ̶ ̶
鉱業 ̶ ̶ ̶ ̶
建設業 ̶ ̶ ̶ ̶

製
造
業

食料品 ̶ ̶ ̶ ̶
繊維製品 ̶ ̶ ̶ ̶
パルプ・紙 ̶ ̶ ̶ ̶
化学 ̶ ̶ ̶ ̶
医薬品 ̶ ̶ ̶ ̶
石油・石炭製品 ̶ ̶ ̶ ̶
ゴム製品 ̶ ̶ ̶ ̶
ガラス・土石製品 ̶ ̶ ̶ ̶
鉄鋼 ̶ ̶ ̶ ̶
非鉄金属 ̶ ̶ ̶ ̶
金属製品 ̶ ̶ ̶ ̶
機械 ̶ ̶ ̶ ̶
電気機器 ̶ ̶ ̶ ̶
輸送用機器 ̶ ̶ ̶ ̶
精密機器 ̶ ̶ ̶ ̶
その他製品 ̶ ̶ ̶ ̶

電気・ガス業 ̶ ̶ ̶ ̶

運
輸
・
情
報
通
信
業

陸運業 ̶ ̶ ̶ ̶
海運業 ̶ ̶ ̶ ̶
空運業 ̶ ̶ ̶ ̶
倉庫・
運輸関連業 ̶ ̶ ̶ ̶

情報・通信業 ̶ ̶ ̶ ̶

商
業

卸売業 ̶ ̶ ̶ ̶
小売業 ̶ ̶ ̶ ̶

金
融
・
保
険
業

銀行業 ̶ ̶ ̶ ̶
証券、
商品先物取引業 ̶ ̶ ̶ ̶

保険業 ̶ ̶ ̶ ̶
その他金融業 ̶ ̶ ̶ ̶

不動産業 ̶ ̶ ̶ ̶
サービス業 ̶ ̶ 117 100.0
合    計 ̶ ̶ 117 100.0

（１5） 貸付金残存期間別残高
該当ありません。 

（１6） 国内企業向け貸付金企業規模別内訳
該当ありません。 

（１7） 貸付金業種別内訳 
該当ありません。 

（18） 貸付金担保別内訳 
該当ありません。

（１4） 貸付金明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末
保険約款貸付 168 149 
契約者貸付 137 123 
保険料振替貸付 30 25 

一般貸付 ̶ ̶
（うち非居住者貸付） （̶） （̶）
企業貸付 ̶ ̶
（うち国内企業向け） （̶） （̶）
国・国際機関・
政府関係機関貸付 ̶ ̶

公共団体・公企業貸付 ̶ ̶
住宅ローン ̶ ̶
消費者ローン ̶ ̶
その他 ̶ ̶

合計 168 149 
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② 不動産残高
（単位：百万円）

区 分 2024年度末 2025年度末
不動産残高 39 36

営業用 39 36
賃貸用 ̶ ̶

（２0） 固定資産等処分益明細表
該当ありません。

（２1） 固定資産等処分損明細表
（単位：百万円）

区　　分 2024年度 2025年度
有形固定資産 0 0

土地 ̶ ̶
建物 ̶ ̶
リース資産 ̶ ̶
その他 0 0

無形固定資産 ̶ ̶
その他 ̶ ̶
合    計 0 0

うち賃貸等不動産 ̶ ̶

（２2） 賃貸用不動産等減価償却費明細表
該当ありません。

（19） 有形固定資産明細表

① 有形固定資産の明細
（単位：百万円、％）

区　　分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却
累計額 償却累計率

２
０
２
４
年
度

土地 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
建物 43 ̶ ̶ 4 39 15 28.2
リース資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
建設仮勘定 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他の有形固定資産 55 104 0 18 142 149 51.2
合計 99 104 0 22 181 165 47.6
うち賃貸等不動産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

２
０
２
５
年
度

土地 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
建物 39 1 ̶ 4 36 19 35.4
リース資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
建設仮勘定 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他の有形固定資産 142 5 0 40 108 187 63.4
合計 181 7 0 44 144 207 59.0
うち賃貸等不動産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
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（２3） 海外投融資の状況 

① 資産別明細
イ．外貨建資産

（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 占率 金額 占率

公社債 5,156 19.4 4,898 16.9 
株式 ̶ ̶ ̶ ̶
現預金･その他 16,482 61.9 19,420 67.1 
小計 21,639 81.3 24,318 84.0 

（注）　投資信託については、「現預金・その他」に含めて表示しております。

ロ．円貨額が確定した外貨建資産
該当ありません。

ハ．円貨建資産
（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 占率 金額 占率

非居住者貸付 ̶ ̶ ̶ ̶
公社債（円建
外債）・その他 4,985 18.7 4,624 16.0 

小計 4,985 18.7 4,624 16.0 

ニ．合計
（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 占率 金額 占率

海外投融資 26,625 100.0 28,943 100.0 

② 地域別構成
（単位：百万円、％）

区分

2024年度末 2025年度末

外国証券 非居住者
貸付 外国証券 非居住者

貸付公社債 株式等 公社債 株式等
金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率

北米 10,500 42.0 7,576 75.7 2,924 19.5 ̶ ̶ 11,035 40.7 7,001 73.9 4,034 22.9 ̶ ̶ 
ヨーロッパ 11,794 47.2 1,666 16.6 10,128 67.6 ̶ ̶ 12,225 45.1 1,189 12.5 11,035 62.6 ̶ ̶ 
オセアニア ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
アジア 1,529 6.1 400 4.0 1,129 7.5 ̶ ̶ 2,092 7.7 400 4.2 1,692 9.6 ̶ ̶ 
中南米 1,082 4.3 270 2.7 811 5.4 ̶ ̶ 1,161 4.3 294 3.1 867 4.9 ̶ ̶ 
中東 97 0.4 97 1.0 ̶ ̶ ̶ ̶ 99 0.4 99 1.0 ̶ ̶ ̶ ̶ 
アフリカ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 
国際機関 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 494 1.8 494 5.2 ̶ ̶ ̶ ̶ 
合計 25,004 100.0 10,010 100.0 14,994 100.0 ̶ ̶ 27,108 100.0 9,478 100.0 17,629 100.0 ̶ ̶ 

③ 外貨建資産の通貨別構成
（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 占率 金額 占率

米ドル 13,446 62.1 14,850 61.1 
ユーロ 8,192 37.9 9,468 38.9 
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ 
合計 21,639 100.0 24,318 100.0 

（24） 海外投融資利回り
（単位：％）

2024年度 2025年度
1.15 1.58
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05 有価証券等の時価情報（一般勘定）
（１） 有価証券の時価情報

① 売買目的有価証券の評価損益
該当ありません。

② 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外）
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末

帳簿価額 時価 差損益 帳簿価額 時価 差損益
差益 差損 差益 差損

満期保有目的の債券 6,726 6,534 △ 191 6 197 6,851 5,513 △ 1,337 ̶ 1,337
責任準備金対応債券 14,501 12,344 △ 2,157 0 2,157 15,773 11,355 △ 4,418 ̶ 4,418
子会社・関連会社株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他有価証券 57,975 53,344 △ 4,631 1,276 5,908 62,695 59,284 △ 3,410 1,796 5,207
公社債 6,408 6,212 △ 195 34 230 8,694 8,679 △ 15 50 65
株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 117 117 △ 0 ̶ 0
外国証券 11,993 10,934 △ 1,059 30 1,089 12,065 11,388 △ 676 164 840
公社債 9,471 8,610 △ 861 0 861 8,817 8,078 △ 738 ̶ 738
株式等 2,522 2,323 △ 198 29 227 3,247 3,309 62 164 101

その他の証券 39,270 35,894 △ 3,375 1,211 4,586 39,729 37,011 △ 2,718 1,582 4,300
買入金銭債権 303 302 △ 1 ̶ 1 2,088 2,088 △ 0 ̶ 0
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

合計 79,203 72,223 △ 6,980 1,283 8,263 85,319 76,153 △ 9,166 1,796 10,963
公社債 26,236 23,711 △ 2,524 41 2,565 29,919 24,174 △ 5,745 50 5,795
株式 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 117 117 △ 0 ̶ 0
外国証券 13,393 12,314 △ 1,079 30 1,109 13,465 12,762 △ 702 164 866

公社債 10,871 9,990 △ 880 0 881 10,217 9,452 △ 764 ̶ 764
株式等 2,522 2,323 △ 198 29 227 3,247 3,309 62 164 101

その他の証券 39,270 35,894 △ 3,375 1,211 4,586 39,729 37,011 △ 2,718 1,582 4,300
買入金銭債権 303 302 △ 1 ̶ 1 2,088 2,088 △ 0 ̶ 0
譲渡性預金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
その他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
（注） 1. 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
 2. 市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。

・ 市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。
（単位：百万円）

区　　分 2024年度末 2025年度末 
子会社・関連会社株式 ̶ ̶
その他有価証券 14,350 14,588

国内株式 ̶ ̶
外国株式 ̶ ̶
その他 14,350 14,588

合計 14,350 14,588
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（２） 金銭の信託の時価情報
該当ありません。

（３） デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用分の合算値）

① 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）
（単位：百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計
ヘッジ会計適用分 ̶ 36 ̶ ̶ ̶ 36
ヘッジ会計非適用分 ̶ 4 ̶ ̶ ̶ 4
合計 ̶ 41 ̶ ̶ ̶ 41

（注）　ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益（通貨関連 36百万円）、及びヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。

② 金利関連
該当ありません。

③ 通貨関連
（単位：百万円）

区分 種　　類
2024年度末 2025年度末

契約額等 時価 差損益 契約額等 時価 差損益
うち1年超 うち1年超

店頭

為替予約
売  建 15,405 ̶ △ 214 △ 214 15,725 ̶ 41 41

（うちユーロ） 7,022 ̶ △ 151 △ 151 8,127 ̶ 19 19

（うち米ドル） 8,382 ̶ △ 63 △ 63 7,597 ̶ 21 21

合計 △ 214 41

（注） 1. 年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
 2. 為替予約の時価は、差金決済額（差損益）を記載しています。

④ 株式関連
該当ありません。

⑤ 債券関連
該当ありません。

⑥ その他
該当ありません。
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01 リスク管理の体制

【リスク管理体制図】
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■リスク及びリスク管理の基本的な考え方
当社は、「SBIインシュアランスグループリスク管理基本方針」に基づき、当社を取り巻く様々なリスクを統括的に
把握し、リスクの特性等に応じた適切な方法で、リスク管理を実施しています。
当社のリスク管理にあたっては、リスクを否定的な事態や出来事だけに留めず、事業戦略や目標を達成するうえで
直面する不確実性もリスクと捉えています。そのため、企業価値の最大化を目的とする統合的リスク管理（ERM）
の観点から単にリスクを極小化するのではなく、リスクを適切に把握、評価、コントロールしたうえで事業活動から
得られるリターンを最大化する事をリスク管理の目的としています。

■リスク管理体制
取締役会等（取締役会ならびに経営会議）は、保険業法その他の法令等を満たす適切なリスク管理体制の構築及
び管理の徹底をはじめとした当社におけるリスク管理の最終的な責任を負っています。また、リスク管理の実効性
を確実なものとするため、取締役会等は、経営会議の諮問機関としてリスク管理委員会を設置し、リスク管理全般
にわたる事項について総合的に審議を行っています。
具体的には、リスク管理を徹底・強化するため、以下のリスク管理体制図に示すように3つの防御ラインを設け、そ
れぞれの責任を明文化しています。事業運営を通じて発生する各種個別リスクについては、主たる業務執行部門が
個別リスク所管部署としてリスクの低減と管理を目的とした具体的な協議を行っています。協議内容はリスク管理
委員会に報告され、各種リスクの管理状況を確認しています。
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■統合リスク管理（ERM）
当社は、統合リスク管理（ERM）を経営の基盤と位置付け、現在進行中の中期経営計画においても「ERM経営を
一層推進し、リスク管理の高度化を図る」ことを戦略の柱の一つに掲げています。現在は、経済価値ベースのソル
ベンシー規制（ESR）の本格導入に合わせ、規制要件に適合した強固なリスク管理体制の構築を進めています。ま
た、統合リスク管理の取組状況は、「ORSA*レポート」として体系的に取りまとめ、リスク管理のさらなる高度化お
よび経営判断等に活用しています。
*Own Risk and Solvency Assessmentの略

■ALMリスク管理
当社は、保険契約に基づく保険金・給付金等の特性に応じた資産運用を実践することで、資産と負債の乖離（ミス
マッチ）を適切にコントロールし、安定的な収益確保とリスク低減の両立を図っています。

■ストレステストの実施について
資産運用環境の大幅な悪化や保険事故発生率の悪化及びこれらが同時に発生した場合などのシナリオを想定し、
財務の健全性に与える影響を分析するためのストレステストを定期的に実施しています。また、結果はリスク管理委
員会等に報告しています。

■再保険について
リスクの分散または収益の安定化等を目的に再保険を活用しています。再保険の内容は対象となるリスクの種類や
特性等を考慮して決定し、出再先については、再保険金等が回収不能とならないよう、一定の財務力要件（格付等）
を設定しその信用力を評価した上で選定しています。
また、再保険取引の状況を定期的に評価し、必要に応じて再保険の内容を見直すことにしています。

【各種リスクの定義】
分類 定義

保険引受リスク 社会・経済情勢の変化等により保険料設定時の想定を超える死亡率、罹患率、継続率などに
より損失を被るリスク

市場リスク 金利、為替など市場環境の変化により資産価格が変動し損失を被るリスク

信用リスク 貸付金や社債について、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産価値が減少・消失し、損
失を被るリスク

流動性リスク 予期せぬ資金の流出等により、決済に必要な資金調達に支障をきたす、もしくは通常より著し
く過大な費用での調達を余儀なくされたりするリスク

オペレーショナルリスク 不適切な内部プロセス、人材管理、システム設計及び風評等の結果、損失を被るリスク（法律
及び規制上のコンプライアンスリスクも含まれる）

エマージングリスク 環境変化等により新たに発現または変化し、将来、当社に重大な影響を及ぼす可能性のあるリ
スク
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02 法令遵守の体制

コンプライアンス
■コンプライアンス（法令等遵守）体制
当社は、コンプライアンスを最も重要な経営課題の一つと認識し、業務を遂行する際には、法令等の定めに加え、
グループの基準に沿ったコンプライアンスを実践しています。特に、基本方針の根底をなす「SBIグループ・コンプラ
イアンス行動規範」においては、「顧客の信頼を得るための行動規範」「株主等の信頼を得るための行動規範」「社
会に対する行動規範」「よりよい企業風土をつくるための行動規範」「組織の一員としての行動規範」「経営者とし
ての行動規範」の項目について列挙し、その対応方針を明示しています。

当社では、役員・社員のコンプライアンス実践の手引きとして、「SBIグループ・コンプライアンス行動規範」を含む
「コンプライアンスマニュアル」を活用するとともに、各種研修を通じてコンプライアンス水準の向上を図っていま
す。
コンプライアンスの全社的な推進を図る統括部署としてコンプライアンス部を置いています。さらにこれを補完す
るため、各部署にコンプライアンス推進責任者を配置して、全社一丸となったコンプライアンス体制を構築してい
ます。また、経営会議の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスを推進するための重要
な事項について協議・検討を行っています。さらに、毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、進捗度をコン
プライアンス委員会に報告しています。

コンプライアンス体制の整備状況と実践状況の確認については、監査部が内部監査を行い、コンプライアンス体
制の牽制機能強化に努めています。

当社は、法令等の遵守のみならず、正しい倫理的価値観を持ち、社会的責任を全うするよう努めてまいります。
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コンプライアンス委員会
（事務局：コンプライアンス部）

取締役会

経営会議
社長

コンプライアンス推進責任者（各部門長）

社員

【コンプライアンス体制図】
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内部監査体制
当社は、内部管理体制が有効に機能していることを確認・評価するため、業務執行部門に対し牽制機能が働く独立
的かつ客観的な組織として監査部を設置し、業務運営の適切性、リスク管理・法令等遵守管理体制の有効性を検証
しています。
監査部は、当社の業務全般及び当社を取り巻く外部環境変化等におけるリスクの内容・影響を分析し、リスクに
応じた監査計画を立案することにより、業務運営の適切性等の有効性を評価し、実効的な改善を促進する提言を
行っております。また、監査により明らかとなった課題・問題の改善状況について、経営陣へ定期的に報告すること
により、適切な内部管理体制の構築に努めています。

営業活動方針

● お客さまの立場に立った営業活動を実践します。
常にお客さまの立場に立ち、保険商品の販売に際しては、お客さまの実状・ニーズに合せたベストアドバイスを絶
えず心がけお客さまに安心を提供します。

● 保険業法等各種法令等を遵守し公正な営業活動を行います。
保険業法、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律その他各種法令・諸規則を遵守し、適切
な保険商品の勧誘を行います。未成年者を被保険者とする保険契約についてはモラルリスクを排除・抑制する
ため社内基準を遵守した適正な運営を行い、適切な募集に努めます。また、ご高齢のお客さまには、説明内
容を十分ご理解いただけるよう、より丁寧な対応に努めます。

● 適切かつ正確な商品説明に努めます。
お客さまに対し、商品特性や重要事項を説明し、適切かつ正確な情報提供に努めるとともに、お客さまの誤解を
招く説明や不正行為は一切行いません。インターネットによる通信販売等、対面以外の販売方法においても、十
分な情報提供に努めます。

● お客さま本位の営業活動を目指し誠実な保険募集を行います。
営業活動にあたり、お客さまの生活・業務を充分配慮したうえで、時間帯の設定や勧誘場所の設定を行います。
また、執拗かつ威圧的な態度をとるような営業活動は行いません。

● 営業活動の原点をお客さまのご信頼・ご満足におき、お応えできるよう努めます。
お客さまのご信頼・ご満足にお応えできるよう保険・金融知識の取得に努めるとともに、絶えずお客さまのニー
ズを把握し、適切な情報のご提供や、ベストアドバイスができるよう研鑽に努めます。

● お客さまの情報を適切に取り扱います。
営業活動で知り得たお客さまの情報は、当社の個人情報保護方針に従い適切に取り扱います。
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03   保険業法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係る
ものに限る。）の合理性及び妥当性

（１） 第三分野保険に係る責任準備金積立の適切性を確保するための考え方
疾病や災害による入院や手術を主に保障する第三分野の商品は、給付金等の支払状況が医療技術の進歩や
医療政策の変化等の外的要因の影響を受けやすいという不確実性を有しています。この不確実性に対応す
るため、法令等及び社内規程に基づき、ストレステスト及び負債十分性テストを実施し、責任準備金の積立
てが不十分であると認識される場合には、危険準備金、追加責任準備金を積み立て、健全性を確保すること
としています。

（２） 負債十分性テスト、ストレステストにおける危険発生率等の設定水準の合理性及び妥当性
保険事故発生率が将来悪化する不確実性を適切に考慮した危険発生率を過去の支払実績等に基づき設定
することとしており、保険金等の増加を一定の確率（99%及び97.7%）でカバーする水準としています。

（３） ストレステストと負債十分性テストの結果
ストレステストの結果、当社は2025年度末時点で126百万円を危険準備金として積み立てました。また、 
負債十分性テストについては、保険計理人の意見書に基づく責任準備金の不足額838百万円を、テストの方
法及び前提条件等の妥当性を確認したうえで、保険料積立金として積み立てました。

04   金融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ制度）への対応
について

金融商品取引法等の一部を改正する法律により、利用者保護・利用者利便性向上のため、「金融分野における裁判
外紛争解決制度（金融ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution）制度）」が国の制度として創設され、2010年10
月1日から本格的にスタートしました。
金融ＡＤＲとは、お客さまと金融機関との間で生じたトラブルにつき、裁判ではなく、行政から指定を受けた第三者
（指定紛争解決機関）を通じて解決を図るものです。
裁判外の簡易・迅速なトラブル解決を通じ、利用者保護の充実を図るとともに、金融商品・サービスに関する利用
者の信頼性を向上させることを目的とした制度です。

指定紛争解決機関（指定ＡＤＲ機関）について
● 当社の指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会（以下「協会」といいます）です。
● 協会の「生命保険相談所」では、電話・文書（電子メール・ＦＡＸは不可）・来訪により生命保険に関するさまざま
な相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
● なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ
月を経過しても、契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指定紛争解決機関として、
生命保険相談所内に裁定審査会を設け、契約者等の正当な利益の保護を図っております。

詳細につきましては協会のホームページをご確認ください。
一般社団法人 生命保険協会 生命保険相談所　ホームページ
https://www.seiho.or.jp/contact/index.html
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05 お客さまの個人情報の取扱いについて
■個人情報の利用目的について
当社は、お客さまの個人情報を、以下に掲げる利用目的の範囲内で、業務の遂行上必要な限りにおいて、利用い
たします。ただし、関連法令等に基づく場合は、この限りではありません。
（1） 各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金・給付金等の支払い
（2）  当社および当社の関連会社・提携会社（当社の募集代理店を含む）の取り扱う各種商品やサービスの案内・

提供・維持管理
（3） 当社の業務に関する情報提供・運営管理、商品やサービスの開発・充実
（4） 各種イベント、キャンペーンおよびセミナー等に関する案内
（5） 市場調査、データ分析およびアンケート等の実施
（6） その他保険に関連・付随する業務

■個人情報保護方針について
当社は、「個人情報保護方針（お客さまの個人情報の取扱いについて）」を策定し、これに則って業務を運営して
おります。詳しくは当社ホームページをご覧ください。

■機微（センシティブ）情報・要配慮個人情報について
当社は、保健医療情報などの機微（センシティブ）情報を業務上必要な範囲でのみ取得し、利用いたします。な
お、病歴や健康診断の結果等に関する情報は、個人情報の保護に関する法律に定める要配慮個人情報として、関
連法令や金融分野における個人情報保護に関するガイドライン等に従って適切に取り扱います。

■再保険について
当社は、お客さまの保険契約について、引受リスクを適切に分散するために再保険（再々保険以降の出再を含み
ます）を行うことがあり、再保険会社において当該保険契約の引受け、継続・維持管理、保険金・給付金等支払
いに利用するために、再保険の対象となる保険契約の特定に必要な保険契約者の情報のほか、被保険者氏名、性
別、生年月日、保険金額等の契約内容に関する情報、および健康状態に関する情報等当該業務遂行に必要な個
人情報を再保険会社に提供することがあります。

■個人情報の共同利用について
当社は、生命保険制度が健全に運営され、保険金および入院給付金等のお支払が正しく確実に行われるよう、
「契約内容登録制度」、「契約内容照会制度」、「医療保障保険契約内容登録制度」および「支払査定時照会制
度」に基づき、一般社団法人生命保険協会および同協会加盟の各生命保険会社間で個人データを共同利用いた
します。
また、個人情報保護方針に基づき、当社グループ会社との間で、当社が保有する個人情報を共同利用させていた
だくことがあります。
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06 反社会的勢力による被害を防止するための基本方針
当社は、保険会社として公共の信頼を維持し、業務の適切性及び健全性を確保するため、犯罪対策閣僚会議幹事
会申合せ（2007年6月19日）による「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」等及び当社の行動規
範、規程を遵守するとともに、反社会的勢力を排除し被害を防止するための基本方針を定め適切な対応を行ってま
いります。

１．基本原則
①社内態勢の整備及び役職員の安全確保等についての組織的対応態勢
②警察や弁護士等の外部機関との連携
③取引を含めた一切の関係遮断
④有事における民事及び刑事の迅速な法的対応
⑤裏取引や資金提供等の一切の禁止

２．組織的対応
反社会的勢力に対しては、組織的に対応するとともに、役職員等の安全確保を図ります。また、反社会的勢力に
よる不当要求等があった際には、断固とした対応を行います。

３．外部機関との連携
平素より、警察や暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門機関と連携を図ってまいります。

４．一切の関係遮断
反社会的勢力とは取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。反社会的勢力との取引又は疑いのある取引が
判明した場合には、速やかに契約等の解除又は解除するための必要な措置を講じます。

５．有事への対応
反社会的勢力からの不当要求等については、速やかに事実関係の調査を実施し、経営陣のもと組織的な一元
的管理体制であらゆる民事上の法的手段を講じるとともに、刑事事件とするために必要な法的対応を図りま
す。

６．不正取引の一切の禁止
いかなる理由であれ、反社会的勢力に対する資金提供及び不適切・異例な取引は行いません。

07 顧客中心主義に基づく業務運営方針
当社は、「顧客中心主義」のより一層の徹底を図り、お客さまが真に求める生命保険サービスの開発・提供に努め、
お客さまの声を経営やサービスに活かすための取組みを今後も継続して実践してまいります。

1.「顧客中心主義」の徹底

2.「お客さまの声」を活かす取組み

3. 最適な保険商品・サービスの提供

4. わかりやすい情報提供

5. 適正かつ迅速な保険金・給付金等の支払い

6. 利益相反の適切な管理

7. お客さまの負託に応える資産運用

8. 本方針を役職員に浸透させる枠組み

（顧客中心主義に基づく業務運営方針より抜粋）
詳しくは、当社Webサイトをご参照ください。https://www.sbilife.co.jp/corporate/cs/
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01 特別勘定資産残高の状況
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末
金額 金額

個人変額保険 ̶ ̶
個人変額年金保険 25,019 28,246
団体年金保険 ̶ ̶
特別勘定計 25,019 28,246

02 個人変額年金保険特別勘定資産の運用の経過

① 運用環境
2025年度における日本経済は米国による通商政策の影響を受けながらも緩やかに成長を継続しました。家
計部門では物価高に伴う消費者マインドの悪化の影響を受ける中で、財・サービス消費は緩やかな成長を実
現しました。企業部門では、人件費高騰や人手不足を受けた省力化需要等を背景に堅調な設備投資が確認
されました。輸出は自動車を中心に米国通商政策の影響を大きく受けましたが、現地生産の拡大や在庫の販
売を行うことで持ちこたえ、数量ベースで横ばい圏内となりました。

国内外債券市場：2025年度の長期金利は国内外で、前年度末比で上昇する結果となりました。米国では政
府の通商政策による不確実性の増大や高止まりしたインフレを背景に長期金利は一時4.59％に達しました
が、通商政策が世界経済に与える不確実性が低下すると米長期金利も低下に転じました。その後中東での紛
争勃発の影響で年度末にかけて再度上昇に転じ、前年度末比0.11ポイント高い4.32％となりました。日本で
は高市自民党新政権における財政拡張に繋がる政策への懸念や中東での紛争による原油高を背景としたイ
ンフレ懸念の増大で年度後半にかけて長期金利は急上昇し、前年度末比0.87ポイント高い2.35％となりま
した。

国内外株式市場：2025年度の株価は堅調に推移しました。米国株は4月上旬の米国の関税政策による急落
後、ハイテク株中心に買われ、S&P500指数は2026年初に6,970ポイント台に到達しました。しかし年度末
に中東情勢の懸念を巡り世界的にリスク回避姿勢が強まり、前年度末比＋16.33％の6,528.52ポイントとな
りました。日本株は高市内閣の発足により、財政拡張による経済効果への期待から上昇し、日経平均株価は
一時58,000円を超えました。その後、中東情勢の懸念から値下がりし、前年度末比＋43.37％の51,063円
72銭となりました。

外国為替市場：2025年度における為替相場は円安が進行しました。年度初には関税ショックからドル売りが
進み、ドル円は一時140円を割り込みましたが、高市内閣による財政拡張期待や中東情勢の影響を受けた原
油価格の上昇も相まって、前年度末値より8円76銭高い158円72銭となりました。ユーロ円は、原油高や財
政拡張期待による円安に加え、関税不透明感を背景としたユーロドルのユーロ高が重なり、前年度末値で21

円17銭高い183円38銭となりました。
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② 運用経過
当社の個人変額年金保険の運用は、主に投資信託への投資を通じて行っております。各特別勘定のユニット･
プライスの変化率は以下のとおりです。

特別勘定名 組入投資信託 特別勘定設定日 直近１年変化率 設定来変化率

日本株式型（Ａ） 大和住銀日本株式ファンドＶＡ 
（適格機関投資家限定） 2003年 10月15日 39.26% 381.22% 

日本株式型（Ｂ） フィデリティ・日本成長株・ファンドＶＡ３ 
（適格機関投資家専用） 2003年 10月15日 29.13% 211.24% 

日本株式型（Ｃ） インベスコ店頭・成長株オープンＶＡ１ 
（適格機関投資家私募投信） 2003年 10月15日 36.24% 291.41% 

日本債券型（Ａ） 大和住銀日本債券ファンドＶＡ 
（適格機関投資家限定） 2003年 10月15日 △ 6.42% △ 30.10% 

世界株式型（Ａ）
適格機関投資家私募 アライアンス・ 
バーンスタイン・グローバル・グロース・ 
オポチュニティーズ－３

2003年 10月15日 6.53% 258.34% 

世界株式型（Ｂ）
キャピタル・グループ・グローバル・ 
エクイティ・ファンド（ＬＵＸ）／ 
クラスＺ（適格機関投資家専用）

2003年 10月15日 18.41% 326.33% 

世界債券型（Ａ） インベスコ海外債券オープンＶＡ２ 
（適格機関投資家私募投信） 2003年 10月15日 10.08% 74.38% 

世界債券型（Ｂ） ピムコ・海外債券ファンド 
（適格機関投資家専用） 2003年 10月15日 8.98% 89.44% 

マネー型（Ａ） 現在の短期金融市場の状況を勘案し、 
当面は現預金で運用します。 2003年 10月15日 △ 1.27% △ 27.98% 

中国株式型 ＨＳＢＣ チャイナファンド ＶＡ 
（適格機関投資家専用） 2005年 6月1日 8.25% 228.66% 

ＢＲＩＣＳ株式型 ＧＩＭ・ＢＲＩＣＳ５・ファンドＶＡ 
（適格機関投資家専用） 2007年 7月1日 19.46% 82.68% 

新興成長国債券型 ＧＩＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンドＶＡ
（適格機関投資家専用） 2007年 7月1日 12.84% 26.27% 

世界リート型 ノムラ海外ＲＥＩＴインデックス・ファンドＶＡ 
（適格機関投資家専用） 2007年 7月1日 10.50% 83.37% 

グローバル 
リーダーズ 
積極型

SBI グローバル・バランス・ファンド – 積極型 
（適格機関投資家専用） 2002年 10月17日 19.01% 235.31% 

グローバル 
リーダーズ 
成長型

SBI グローバル・バランス・ファンド – 成長型 
（適格機関投資家専用） 2002年 10月17日 9.32% 106.12% 

グローバル 
リーダーズ 
安定型

SBI グローバル・バランス・ファンド – 安定型 
（適格機関投資家専用） 2002年 10月17日 △ 4.23% △ 12.40% 
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03 個人変額年金保険の状況
（1） 保有契約高

（単位：件、百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末

件数 金額 件数 金額
個人変額年金保険 2,318 25,015 2,186 28,242

（注）　個人変額年金保険については、決算日時点で特別勘定投入前の契約における契約高、及び決算日時点の特別勘定残高に係る合計です。

（2） 年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳
（単位：百万円、％）

区　　分
2024年度末 2025年度末

金額 構成比 金額 構成比
現預金・コールローン 1,345 5.4 1,521 5.4
有価証券 23,674 94.6 26,725 94.6

公社債 ̶ ̶ ̶ ̶
株式 ̶ ̶ ̶ ̶
外国証券 4,894 19.6 5,652 20.0

公社債 ̶ ̶ ̶ ̶
株式等 4,894 19.6 5,652 20.0

その他の証券 18,780 75.1 21,072 74.6
貸付金 ̶ ̶ ̶ ̶
その他 0 0.0 0 0.0
貸倒引当金 ̶ ̶ ̶ ̶
合計 25,019 100.0 28,246 100.0

（3） 個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況
（単位：百万円）

区　　分
2024年度 2025年度
金額 金額

利息及び配当金等収入 0 0
有価証券売却益 742 1,130
有価証券償還益 ̶ ̶
有価証券評価益 181 3,672
為替差益 ̶ ̶
金融派生商品収益 ̶ ̶
その他の収益 ̶ ̶
有価証券売却損 0 2
有価証券償還損 ̶ ̶
有価証券評価損 775 42
為替差損 ̶ ̶
金融派生商品費用 ̶ ̶
その他の費用 0 0
収支差額 148 4,758
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（４） 個人変額年金保険特別勘定に関する有価証券等の時価情報

① 売買目的有価証券の評価損益
（単位：百万円）

区　　分
2024年度末 2025年度末 

貸借対照表計上額 当期の損益に
含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に

含まれた評価損益
売買目的有価証券 23,674 △ 594 26,725 3,629

② 金銭の信託の時価情報
該当ありません。

③ 個人変額年金保険特別勘定のデリバティブ取引の時価情報
該当ありません。

Ⅸ. 保険会社及びその子会社等の状況

該当ありません。
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〒106-6016　東京都港区六本木1-6-1 泉ガーデンタワー
Tel 03-6800-0888

お客様コンタクトセンター
 0120-272-811　受付時間 9：00～17：00 土日・祝日・年末年始を除く

10990045A（26.07）0TB

https://www.sbilife.co.jp/
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